Strategies for promoting meeting recommended physical activity among Chinese adults by 馬 佳濛
  
 
早稲田大学審査学位論文 
博士（スポーツ科学） 
 
 
中国成人における推奨身体活動を増加させる 
ための方策の検討 
Strategies for promoting meeting recommended physical 
activity among Chinese adults 
 
 
 
            
 
 
２０１２年１月 
 
早稲田大学大学院 スポーツ科学研究科 
馬 佳濛 
MA Jiameng 
 
研究指導教員： 村岡 功 教授
i 
 
目次 
第 1 章 緒言 .............................................................................................................. 1 
第 1 節 本論文の背景 ............................................................................................ 1 
1-1  中国成人の身体活動状況 ......................................................................... 1 
1-2  行動疫学の枠組み .................................................................................... 4 
第 2 節 文献考証 ................................................................................................... 6 
2-1  推奨身体活動 ........................................................................................... 6 
2-2  推奨身体活動と QOL ............................................................................... 9 
2-3  推奨身体活動の実施状況 ....................................................................... 12 
2-4   推奨身体活動量の関連要因 .................................................................... 14 
第 3 節 本論文の目的 .......................................................................................... 17 
第 4 節 本論文の構成 .......................................................................................... 18 
 
第2章 インターネットを利用する中国成人における推奨身体活動の充足と健康関連
QOL との関係（研究 1） ......................................................................................... 20 
  第 1 節 緒言 ........................................................................................................ 20 
  第 2 節 方法 ........................................................................................................ 22 
第 3 節 結果 ........................................................................................................ 24 
第 4 節 考察 ........................................................................................................ 27 
第 5 節 結論 ........................................................................................................ 30 
 
第3章 インターネットを利用する中国成人における推奨身体活動充足に関連する社
会人口統計学的要因（研究 2) .................................................................................. 31 
  第 1 節 緒言 ........................................................................................................ 31 
  第 2 節 方法 ........................................................................................................ 34 
ii 
 
第 3 節 結果 ........................................................................................................ 34 
第 4 節 考察 ........................................................................................................ 37 
第 5 節 結論 ........................................................................................................ 42 
 
第 4 章 推奨身体活動の充足に関連する心理的、社会的および環境的要因（研究 3）
 ................................................................................................................................. 43 
第 1 節 緒言 ........................................................................................................ 43 
 第 2 節 方法 ........................................................................................................ 45 
 第 3 節 結果 ........................................................................................................ 48 
 第 4 節 考察 ........................................................................................................ 52 
第 5 節 結論 ........................................................................................................ 55 
 
第 5 章 総合論議 ..................................................................................................... 56 
第 1 節 推奨身体活動を促進する方策の提案 ....................................................... 56 
1-1   行動変容に役立つ修正可能な要因 ........................................................ 56 
1-2   推奨身体活動ガイドライン策定の提案 ................................................. 59 
第 2 節 本論文の限界点と今後の課題 .................................................................. 62 
第 3 節 まとめ ..................................................................................................... 64 
 
参考文献 ................................................................................................................... 66                      
謝辞 .......................................................................................................................... 81 
資料 本論文の調査質問紙 ....................................................................................... 82 
- 1 - 
 
 
 
第1章 緒言 
 
 
第 1節 本論文の背景 
1-1 中国成人の身体活動状況 
近年では肥満による慢性疾患の増加は先進国だけではなく、発展途上の中国において
も社会問題となっている。2009年の中国国際慢性疾病予防センターの発表によると、
20 歳以上の成人では、標準体重（BMI≥18.5‐23.9）を超過する者（BMI≥24.0～26.9）
は 32.0%、Ⅰ度肥満者（BMI≥27.0～29.9）は 14.2%、Ⅱ度肥満者（BMI≥30.0）は 7.7%、
Ⅲ度肥満者（BMI≥40.0）は 3.8%であり、総過体重者数は 3.25 億人に上っている。特に
都市部では肥満者が多く、肥満に伴う糖尿病、高血圧、心臓病といった慢性疾患が急激
に増加しつつある。中国成人における慢性疾患の罹患率は、2009年に過去最高の 2.6
億人（20％）に達し、過去 10年の間に毎年平均 1000 万人の増加がみられ、また、糖尿
病および高血圧では 3倍以上の増加、ガンおよび心臓病では 1.5倍の増加という状況が
明らかとなっている（図 1－1）。さらに、中国衛生部の報告によれば、慢性疾患によ
る死亡率は、全死亡に対して過去最高の 83％に上っており、慢性疾患による経済的負
担においては、国民衛生費に占める割合が、1990年の 47.4％から、2008年の 70.0％に
増加し、2015 年には 5000 億ドルの経済的損失になると試算されている。 
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図 1－１. 肥満率および慢性疾患の罹患率の年次推移 
 
慢性疾患の罹患原因としては、食事や喫煙のほか、身体活動量の低下による肥満が大
きく関与している。中国成人を対象に、24 年間継続して行われているコホート研究で
は、肥満の増加と死亡の危険率との関連が認められ、肥満の原因には身体活動の低下が
独立して関連すると報告されている。さらに、身体的不活動（週あたり<3.5 時間の運
動）にある肥満者（BMI≥25.0）は、そうでない人に比べ、早期死亡率が 31％高いこと
や、心疾患による死亡率は 59％、ガンによる死亡率は 21％増加すると推測されている
（Hu et al.,2002）。 
現在、中国では経済政策の転換期にあり、社会全般が大きく変化しつつあると共に、
国民の日常生活スタイルも変わってきている。身体活動は日常生活と密接に関連してい
ると言われ、急速な経済発展がもたらした豊かな食生活への移行と、電化製品や自動車
の普及に加え、携帯電話やインターネットの急速な普及により、人々は不活動的なライ
フスタイルを送るようになってきている。このような生活習慣の変化に伴い、身体活動
レベルは年々低下傾向にあることが明らかとなっている(Monda et al.,2007）。身体活
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動に関する縦断的研究では、1997 年に比べて 2006 年には、職業、家事、レジャー、自
転車および歩行の 5つの身体活動様式において、レジャーを除いて、活動量に低下が見
られ、特に職業、自転車および歩行のような日常生活中の活動量においては、低下傾向
が顕著であることが確認されている（Ng et al.,2009）（図 1－2）。 
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図 1－2. 身体活動様式別にみた 1日 30分以上の実施者の割合 
 
身体活動の低下に伴う慢性疾患の増加問題については、国家も重要視するようになっ
ており、中国国務院では、この問題の深刻化を阻止するために、2009年 10月に、対策
の一つとして「全民健身条例」を公布した。本条例は、全国民に健康活動 (全民健身活
動)を普及させることを目的として、健康活動の展開に関する目標、措置などの具体的
取組みを明確にすると共に、国民が健康活動に参加する権利を保障している。また、中
国の文化的背景から、「国家富強」の指標の一つとして、国民１人ひとりが健康である
ことを挙げており、このことが国全体の発展のベースとなると認識されている（Jiamng 
et al.,2009)。 
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近年、中国では、特に都市部を中心として社会経済的発展が著しく、生活様式の欧米
化が加速している。例えば、中国都市部でのインターネット利用者は年々増加する傾向
にあり、現在では、中国全体の利用者（31.8％）のうち 72.6％が都市部在住者である
（中国インターネット情報センター,2009）。インターネットを利用する都市部在住者
では、今後ますますの欧米的な生活様式の進行と共に、インターネット利用が座位中心
であることから身体活動の低下が懸念される。それゆえ、これらの人々における身体活
動の低下に伴う慢性疾患の増加を阻止するための早期の対策が重要であると考えられ
る。 
一方、これまでの中国では、意図的な運動を主に対象とした研究は見られるが、日常
生活での身体活動に焦点を絞った研究は少ない。さらに、対象者の性や地域を限定した
先行研究は散見されるが、中国全土における国民の身体活動状況を調査した研究はほと
んどない（Lee et al.,2007）。慢性疾患の予防・改善、ならびにこれを通じた国家お
よび個人個人の経済負担の軽減を目的とした健康増進が急務であり、そして、今後の身
体不活動に対する対策を構築するための手がかりを得るためには、現状での身体的不活
動の危険性が高いと思われる座位中心のインターネット利用者を対象に調査を行うこ
とが有用であると考えられる。 
 
1-2 行動疫学の枠組み 
健康増進に関する研究を戦略的に進めるために、各国では運動を含む身体活動に関す
る研究成果を蓄積して健康増進政策・指針に適用している。そして、健康増進と疾病予
防に関する研究の成果を積み上げ、健康政策に反映させるためには体系的な枠組みを設
定する必要があり、その具体的枠組みとして行動疫学の手法がある（Sallis & Owen, 
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1999）。行動疫学の枠組みでは主に 5つの局面を設定することにより、健康づくりに関
する研究を構成している（図 1-3）。 
 
 
図 1-3. 行動疫学の枠組みに基づく研究局面 
 
局面１は、身体活動と健康アウトカムとの関連性を立証する研究局面、局面 2は、身
体活動を正確に測定する評価法および実施状況を把握する研究局面、局面 3は、身体活
動に関連する要因を特定する研究局面、局面 4は、身体活動を推進するための介入プロ
グラムを策定・評価する研究局面、局面 5 は、研究成果を実際面で応用・適用し、方法
論を定着させる研究局面である。この 5つの研究局面から成り立っている行動疫学の枠
組みを応用し、健康に関連した研究を体系化することが公衆衛生上の問題を解決するた
めに貢献するものと考えられる。 
これまで、国内外の研究者がこの行動疫学の考え方に基づき、身体活動と健康増進に
関する研究を展開してきた。局面１の研究では、身体活動と健康アウトカムとの関係を
確認し、その成果を集約して健康増進に関する施策・指針となる推奨ガイドラインが作
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成されている。局面 2の研究では、評価された推奨身体活動を効果的に推進するために、
集団における身体活動の実施状況を把握し、身体的に活動的な人と不活動的な人の間の
差異を明確にしている。局面 3の研究では、身体活動に影響を及ぼす修正可能な決定要
因を検討することによって、どの集団が最も介入を必要としているのかを明らかにする
ことが可能となる。本論文は、局面 1～3に基づきデザインされており、身体活動の推
進に効果的な介入法を提案することと、基礎研究として有意義なデータを蓄積すること
を目的としており、今後、中国成人の健康増進に関する研究分野に寄与できると考えら
れる。 
 
第 2節 文献考証 
健康増進に関して、諸外国では多数の研究が行われている。諸外国の研究動向の把握、
および中国でのこの分野の研究に関する問題点の集約の結果、本研究デザインの着想に
至ったが、本節では、健康に効果的とされる推奨身体活動の指針、推奨身体活動の実施
状況、推奨身体活動と健康関連 QOLとの関連、推奨身体活動に関連する要因に関する知
見をまとめた。 
 
2－1 推奨身体活動 
定期的な身体活動が疾病予防および身体的・心理的健康の維持・増進に重要な役割を
果たすことが知られている（Hu et al.,2004;Warburton et al.,2010）。にもかかわら
ず、多くの人が定期的な身体活動を実施していない。諸外国では、身体活動の不足問題
に注目し、身体活動量を増加させることを目的として数多くのエビデンスに基づいた身
体活動指針が提示されてきている（US Department of Health and Human Services,1996）。
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米国疾病予防センター（CDC）と米国スポーツ医学会（ACSM）によって 1995 年に公表さ
れた「CDC/ACSM ガイドライン」では、それまでの高強度運動に加え、1日の消費エネル
ギーを増加させるような日常での身体活動を実施することの重要性が強調されている
（Pate et al.,1995）。2007年に ACSMと米国心臓協会（AHA）は、「CDC/ACSMガイド
ライン」を踏まえて、新たに「ACSM/AHAガイドライン」を発表した。この「ACSM/AHA
ガイドライン」では、健康増進および疾病予防を目的として、１回あたり少なくとも
10 分以上持続し、1日合計 30分でかつ週 5日間、週当たり 150分の中等度以上の身体
活動を実施することを推奨している（Haskell et al.,2007）。 
2004年に英国の保健省では、「CDC/ACSM ガイドライン」をもとに、週 5日間、1日
30 分の中等度以上の身体活動量を基準とした推奨ガイドラインを発表している
(Department of Health,2004)。カナダでは、2007年に「カナダ身体活動ガイドライン」
が策定され、20～55歳までの成人については、週 4 回以上、１回 10分持続する低強度
の身体活動、および 1日合計 60 分、または 1日 10分以上持続し合計 30分以上の日常
生活を含めた中等度の身体活動の実施を推奨している（Warburton et al.,2007）。2005
年にオーストラリアでは、日常生活および余暇活動において、1回 10分～15 分、1日
合計 30分以上、または 1回の持続的な 30 分以上の中等度強度の身体活動を実施するこ
とを推奨している（Australian Government,2005）。 
また、世界保健機関（WHO）では、欧州加盟国全体の身体活動量に関する指針として、
「身体活動と健康:行動のエビデンス」を策定している（Cavill et al.,2006）。この
指針では、体力増進や肥満による慢性疾患の予防などの目的に応じて身体活動量を分類
している。公衆衛生の観点からは、ほぼ毎日 1日 30分の中等度強度の身体活動の実施
が心血管疾患や糖尿病、大腸ガン、乳ガンの発症リスクを減少させると説明されている。
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加えて、個人の特徴や目的に応じた身体活動量と強度および身体活動様式が重要である
と強調している。さらに、日本では、2006 年に「健康づくりのための運動基準 2006」
が策定され、3メッツ以上の強度の身体活動を週あたり 23 メッツ・時を実施すること
が推奨されている。欧米諸国の推奨身体活動量と比較すると、身体活動量は 3倍ほど高
い基準が設定されている（Ishikawa & Tabata,2007）。 
これらの指針の多くは、体力向上を目的とした運動というよりも、肥満による慢性疾
患の予防に焦点を当てており、低い強度で、短時間でも全体量を確保するための活動を
奨励している。インターネット利用者など座位中心の生活を送る人々の肥満による慢性
疾患を少しでも減少させるために、日常生活における身体活動全般を活発化させること
を重視するようになってきているといえる。また、それぞれの国は、多数のエビテンス
をもとに、文化的背景や国民性に応じた推奨ガイドラインを策定している。 
一方、中国では、このような目的を持った推奨ガイドライン等は未策定であるが、国
民の健康確保および身体活動状況を把握することを目的として、 国家体育総局におい
て中国国民体力調査が実施されている。その評価基準として「体育人口（Sports 
population）」が用いられており、それは週 3回、１回あたり 30分の、中等度強度以
上の運動を実施する習慣のある者と定義されている。しかしながら、この基準では、意
図的な運動のみを評価することとなり、職業や日常生活での身体活動は含んでいない。
身体活動を推進する政策としては、諸外国と同様に肥満による慢性疾患を減少させるこ
とが目的であり、中国においても、日常生活の身体活動を含めた総身体活動量の評価が
必要である。そして、身体活動に関する中国独自の指針や基準を確立するために、既存
の諸外国の指針を参考にして、中国人を対象とした推奨身体活動のデータを蓄積するこ
とが求められているといえる。 
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2－2 身体活動と健康関連 QOL 
WHOでは、健康で生きることをテーマとして、単に病気にかからないことだけではな
く、日常生活での身体的な自立機能やこころの健康を良好に保ち、生活の質（QOL）を
維持および向上させることを重要視している。健康関連 QOLは、「個人や集団の主観的
な心身の健康」と定義され、健康状態を評価する重要な指標の 1つとされている（U.S. 
Department of Health and Human Services,2000）。また、それは日常生活における身
体面および心理面の健康状態に対する自己認識を理解するのに使用される基本的な評
価法である（Mishoe & Maclean,2001; Ware & Sherbourne,1992)。国際的にも、適切な
身体活動の実施は、冠動脈疾患、糖尿病、高血圧などの慢性疾患による死亡および罹患
リスクを軽減させることはすでに知られている（Sundquist et al.,2005；Warburton et 
al.,2006；Manson et al.,1999；Bjorntorp,1992）。身体活動の効果は、このような身
体面だけでなく、心理面にも及ぶことが明らかとなっている。 
これまでの身体活動と健康関連 QOLに関する研究では、日常生活において不活動な者
はそうでない者と比べ、健康関連 QOLが低いことや（Tentori et al.,2010；US Department 
of Health and Human Services,1996；Harrison et al.,2006）、運動を定期的に実施
している者は座位中心の生活を送っている者と比べて、健康関連 QOLの要素の中でも心
理面で優れていると報告されている（Lee & Russell.,2003）。また、フランス成人を
対象に行った研究では、「ACSM/AHAガイドライン」を身体活動の評価基準として、SF-36
質問紙を用いて推奨身体活動量の充足と健康関連 QOLとの関連を調査したところ、推奨
身体活動量の充足者は、その 8つの下位尺度のうち、身体機能、活力、全体的健康、社
会生活機能と心の健康が、非充足者と比較して高かったことが報告されている
（Vuillemin et al.,2005)。  
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長期的な余暇での身体活動が健康関連 QOL に与える影響について調査した縦断研究
では、余暇的身体活動の増加と共に、男女共に健康関連 QOLにおける社会機能において、
また、男性での活力、全体的健康、心の健康の改善に効果が認められている(Wendel-Vos 
et al, 2004) 。さらに、6ヶ月以上に亘って継続的に運動を行う者は、SF-36の身体機
能、全体的健康、活力の 3つの下位尺度との関連が強く見られており、このことから、
継続的に運動を行うことが推奨されている（Laforge et al.,1999）。介入研究におい
ても、6ヶ月間の歩行プログラムの実施後、SF-12を用いた身体的、心理的両面のサマ
リースコアが有意に向上したと報告されている(Fisher & Li,2004)。 
身体活動と健康関連 QOLとの関連における性差において、女性では週に 1000 キロカ
ロリー以上消費することと、SF-36における社会生活機能下位尺度との間に有意な関連
が認められているのに対して、男性では認められていない。また、高強度の身体活動の
実施では、女性のみで身体機能が有意に向上したと報告されており、身体活動が健康関
連 QOLに与える影響については性によって異なることが示唆されている（Morimoto et 
al., 2006）。 
身体活動強度と健康関連 QOLとの量的反応関係を検討した研究では、成人において、
高強度の身体活動を多く実施する者は、中等度および歩行を中心に実施している者に比
べて、身体機能がより優れていることや（Lindholm et al.,2003）、推奨レベルでの中・
高強度の身体活動を実施する者はそうでない者に比べて、自己認識による健康感でより
高く評価することも確認されている（Brown et al.,2003）。一方、１日 20分以下の不
活動な者と１日 90 分以上の中・高強度の身体活動を実施する者の両方において、健康
関連 QOL における不健康との関連性も認められており、適切な身体活動量を実施するこ
とが健康に良い効果を与えることを示唆する研究もある（Brown et al.,2004）。 
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これらの知見から、定期的な余暇的身体活動の実施は心理的側面に影響を与える一方
で、適切な高強度の身体活動の実施は身体的側面に影響を与えることが示唆される。ま
た、身体活動の実施様式、期間、量の違いや性差によって、身体的および心理的な健康
側面に異なる影響を与えているものの、推奨身体活動量を満たすことは慢性疾患の発症
と死亡率の減少だけではなく、健康関連 QOLの向上にも有用であることが立証されてい
る。諸外国では、これまでの研究成果を集約し、医療従事者や健康増進に関わっている
者に対して、健康関連 QOL を維持・向上させる手段の一つとして、推奨身体活動量の実
施を奨めている。 
中国においても、諸外国と同様に健康関連 QOL が重視されるようになり、2008 年に
中国衛生部によって発表された「健康中国 2020戦略」では、ヘルスプロモーションの
最終目標は、健康関連 QOL を高めることにあると述べている（Huang et al.,2008）。
しかし、中国においては、主に疾病を有する者のような特定集団を対象に、健康関連
QOLと身体活動との関連を検討した研究は散見されるものの（Qian et al.,2009; Chan 
et al.,2008)、幅広い年齢層の中国成人を対象にして、その関連性を検討した研究はな
い(Schooling et al.,2006)。 
例えば、肥満集団を対象に、6ヶ月の運動プログラムを実施した結果、介入群ではコ
ントロール群と比較して、健康関連 QOLの各下位尺度の得点が高く、特に身体的側面で
の効果は顕著であることを示す研究が存在する（Wu et al.,2009）。健常成人を対象に
した研究は 1編のみであるが、身体活動のレベルが低下するとともに、ほとんどの SF-36
下位尺度の平均スコアに低下が見られることが確認されている（Ko,2006）。このよう
に、中国では身体活動と健康関連 QOL との関連性に関する研究は少ないものの、身体活
動の実施は健康増進に効果的であるとの結果が示されている。しかしながら、この限ら
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れた研究では、どのくらいの身体活動量の実施が、健康増進あるいは慢性疾患の予防に
良い影響を与えるかは不明である。 
諸外国における推奨身体活動と健康関連 QOLとの関連性に関する数多くの実証結果
は、今後、中国においても、推奨身体活動の具体的な基準づくりや身体活動の促進に対
する科学的根拠として、非常に重要なものになると思われる。  
 
2－3 推奨身体活動量の実施状況 
身体活動を促進するための効果的な支援方策を開発・普及するためには、身体活動の
普及率や実施率を把握することが重要である。世界的にも、推奨身体活動の実施は慢性
疾患の予防および改善、健康増進に効果的であるといわれている（Haskell et al.,2007; 
Nelson et al.,2007）。にもかかわらず、推奨身体活動量を実施している米国成人の割
合は、男性で 50.7％、女性で 47.9％であり、年々減少傾向にある（Centers for disease 
control and prevention,2010）。英国では、ACSM/AHAガイドラインでの推奨身体活動
量を 66％の者しか満していない（Health Survey for England, 2006）。日本において
も、「健康づくりのための運動基準 2006」における推奨身体活動量を満たしている成
人男性は 27.5%、女性は 21.9%であり、充足率は欧米に比べても低い（Shibata et 
al.,2007）。  
中国では、国民体力調査によれば（王ら,2005）、20～59歳までの成人において、「ス
ポーツ人口」と見なされる男性の割合は 18.6％～48.4％、女性では 14.3%～46.2%であ
る。余暇的身体活動においては、諸外国と同様にその不足は深刻な問題となっている。
一方、日常生活における 1日 30分、週 5 日の中等度以上の身体活動の実施割合は、成
人男性において 89.3％、女性では 63.8％である（Lee et al.,2007）。余暇的身体活動
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量より、日常生活的身体活動量が比較的多いといえる。 
身体活動の様式に関しては、米国では、通勤や日常生活での移動手段として、一般的
に自動車利用が多く（Newman & Kenworthy,1999）、歩行および自転車の利用は身体活
動の 24％しか満たしていない（Jones et al.,1998）。それに対して中国では、活動的
な移動手段を利用した通勤時間について、1日 30分以上を必要とする者の割合は 56.0％
であり、日常生活全般の移動手段として 59.3％の者が歩行および自転車を利用してお
り、日常生活での身体活動は米国に比べて高いことが示唆されている（Hu et al.,2002）。
一方、定期的な余暇的身体活動・運動において、CDC/ACSM 推奨ガイドラインを充足す
る割合に関しては、米国では 32％（Jones et al.,1998）、中国では 30％であり（Hu et 
al.,2002）、米国に比べ中国では、定期的な余暇的身体活動・運動量での充足率が、相
対的にみて低いことが確認されている。 
身体活動レベルに関しては、IPAQ質問紙を用いて 20数ヶ国の成人の身体活動を調査
したものがある（Bauman et al.,2009）。比較的高い身体活動レベルに達している中国、
カナダにおいては、全体の身体活動量の 30%以上は歩行によるものであり、高強度の身
体活動よりは中等度の身体活動または歩行が、高い身体活動レベルに寄与していること
が示唆される。 
以上をまとめと、先進諸国では、全体的に推奨身体活動の充足率が低く、日常生活中
の移動による身体活動量は少ないことが示唆される。一方、中国では、日常生活での移
動による身体活動量は多いものの、余暇的身体活動・運動としての身体活動量は少ない
といえる。中国では、成人を対象とした健康増進に効果的とされる推奨身体活動量を評
価する研究は限られており、特に日常生活を含めた総身体活動を検討した研究は少なく、
さらなるデータの蓄積が求められている。 
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2－4 推奨身体活動量の関連要因 
身体活動に関連する要因は多様であり、身体活動・運動を増進させるためには、活動
的でない生活習慣を持つ集団または個人のそれぞれの状態や特徴を多角的に把握する
必要がある。このように人口統計学的な要因を特定し理解することによって、集団また
は個人それぞれの異なる特性に適した施策の開発が可能となる。身体活動とその関連要
因を調査している諸外国では、身体活動は性、年齢、婚姻状況、教育レベル、社会経済
状況、民族性、運動歴などの複数要因と関連することを認めている（Bopp et al.,2006; 
Bauman et al.,2002）。 
これらの研究では、成人男性であること、独身であること、高学歴者または高収入者
であること、BMI が標準範囲内であること、および白人であることが、推奨身体活動の
実施と関連することを明らかにしている。また、社会経済的地位に基づいて身体活動様
式別に検討した研究では、高学歴者および経済的地位の高い者は、余暇時間における身
体活動量が多いのに対して、家事や職業的な身体活動量は少ないと報告されている
（Gordon et al.,2005; Hallal et al.,2005; Macera et al.,2005）。中国においても、
高い社会経済的地位の者は一般的に余暇時間での身体活動量が高く、他の様式の身体活
動量は低いとされ（Lee et al.,2007; He et al.,2005; Hu et al.,2002）、この点に
関しては諸外国の報告と一致している。しかし、中国では、そもそも推奨身体活動量を
評価した研究が少ないため、これらの関連要因を検討した研究は非常に少ないといえる。 
不活動から活動的な行動に変容させることは重要な課題であり、これを解決するため
にも、集団または個人の身体活動の実施に影響を及ぼす要因の検討がなされている
(McCormack et al,2004;Trost et al,2002)。具体的には、身体活動を推進するための
決定要因として、人口統計学的および生物学的要因、行動学的要因、心理的要因、社会
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的要因、環境的要因、身体活動に関する特異的要因の 6つの分野からなるエコロジカル
モデルが提唱されている（Sallis & Owen,1999）。このエコロジカルモデルでは、個人
的なスキルを高めるための支援策を提案するだけではなく、身体活動を支える物理的な
環境や政策を整備することがより重要であると指摘している。また、集団または個人の
身体活動実施に対する支援に関する研究では、社会人口統計学的、心理的、社会的およ
び環境的要因が、多次元的に交錯して身体活動に影響を及ぼすことを明らかにしている。
さらに、セルフ・エフィカシーやソーシャルサポートなどの知見をもとに、これらを身
体活動の推進に応用した成果が多く報告されている（Napolitano et al.,2006; Coghill  
& Cooper,2009）。 
しかし一方で、これらの成果は、個人に対するプログラムとしては効果的であるが、
短期間かつ少人数の検証に留まっており、限界があることも認識されつつある(Hill et 
al.,2004)。それゆえ、近年では、より長期的に亘って、広範囲に身体活動の実施を推
進するために、環境要因に焦点を当てた研究が欧米を中心に多く行われてきている。そ
の理由として、環境への介入は、国民一人ひとりへのインパクトはそれほど大きくはな
いものの、全体としてみたポピュレーションレベルでかなり大きな効果が期待でき、さ
らにその効果が長期的であると予測される(Sallis et al.,2002)。したがって、国民レ
ベルで身体活動を推進するためには、心理的、社会的要因などの検討による個人への支
援策に加えて、環境への介入を含む効果的なポピューレション戦略としての組み合わせ
がより重要であると考えられる。 
これまで繰り返し報告されている心理的および社会的関連要因に関する成果として
は、次のものがある。心理的要因に関しては、身体活動の実施に対するセルフ・エフィ
カシーが高いほど身体活動レベルが高いことや、意志決定バランスにおいても恩恵感が
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高まることによって負担感が低下し、その結果、負担感が恩恵感より優位という関係が
逆転するという報告が、様々な年齢層を対象としてなされている（Sallis et al.,2002；
De & Sallis,2002）。社会的要因に関しては、身体活動の実施に対する家族や友人から
のサポートがある者、または医療従事者からのアドバイスを受けている者がより活動的
であり、運動習慣を維持するにはこれらの支援が効果的であることが報告されている
（Glasgow et al.,2001; Puig et al.,2005） 
環境については、近年、身体活動の実施を支援するための関連要因として注目が集ま
っており、米国およびオーストラリアを中心に研究が実施されている（Butte & 
Ellis,2003）。これまでに身体活動に影響を及ぼす環境要因としては、近所の身体活動
施設状況、自宅用具、景観、道路の安全性、歩道の設備状況、施設へのアクセス状況な
どが確認されている(McNeill et al.,2006；Shibata et al.,2009）。 
中国では、身体活動に関連する心理的要因として、運動に対するセルフ・エフィカシ
ーを検討した研究では、成人を対象に 3ヶ月の介入研究によって行動変容ステージを評
価したところ、「無関心」から「維持」へと変容ステージが移行することに伴い、セル
フ・エフィカシーが高まること（Qiu & Zhang,2005）や、運動が習慣化している段階を
示す実行期や維持期にある者が他の段階の者に比べて、セルフ・エフィカシーが高いこ
と、などが明らかとなっている（Zhao et al.,2004）。運動に対する社会的要因を検討
した研究では、高齢者に対する余暇的身体活動と身体活動実施に関する社会的支援など
において、女性は男性よりも社会的支援が余暇活動に影響し、また、男性では友人から
の支援、女性では家族からの支援が運動の実施に関連していると報告されている（王ら 
,2009）。 
一方、身体活動に関する環境的要因の検討は、中国においては極めて少ない状況にあ
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る。香港では 2編の論文が報告されているが、中国内陸では、評価項目が単一である公
園やコミュニティの運動施設に関する研究のみであり、諸外国において比較評価の対象
とされるような関連要因を検討した研究は見あたらない。また、これら社会的・心理的
あるいは環境要因との各々の関連を検討した研究は意図的な運動のみを対象としてお
り、日常生活中の身体活動は考慮されていない。 
このように、中国では、先行研究は散見されるものの、対象、地域などが限定されて
おり、身体活動に関する行動科学的研究の成果が不足している。そのため、身体活動の
実施を推進するために、効果的な介入を行うための役に立つ情報の提供は限られており
（Li & Ji,2007;馬ら,2011）、身体活動の実施を推進する介入研究そのものや、その次
の段階である介入成果の知見を実際場面に応用し、身体活動の普及を図る研究は極めて
少ないのが現状である。したがって、推奨身体活動に関する研究を進めていく上では、
質の高い行動科学的アプローチの研究を推進し、推奨身体活動の実施に関連する人口統
計学的要因や、修正可能な関連要因に関する知見の蓄積が強く求められているといえる。 
 
第 3節 本論文の目的 
身体活動に関する研究を発展させていく上で、まず、身体活動と健康との関係を確立
することが欠かせない。そして、全体的な健康アウトカムを評価するためには、健康関
連 QOLが推奨身体活動と関連していることを実証するプロセスが重要である。次に、適
切で効果的な身体活動の実施を推進するプログラムへと発展させる際には、推奨身体活
動と関連する要因の解明が必要となる。しかしながら、中国では、成人を対象としたこ
のような研究は非常に乏しい。そこで、中国成人においても、推奨身体活動の実施が健
康関連 QOLに良い影響を与えること、また、人口統計学的、心理的、社会的、環境的要
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因と関連しているものと仮定して、本論文では、以下の 3 課題を研究のテーマとした。 
① インターネットを利用する中国成人を対象に、推奨身体活動量と健康関連 QOLとの
関連性を検討すること。 
② インターネットを利用する中国成人を対象に、推奨身体活動量の充足状況、および
その推奨身体活動の充足に関連する社会人口統計学的要因を検討すること。 
③ インターネットを利用する中国成人を対象に、効果的な支援方策を策定するために、
推奨身体活動の実施に影響する心理的、社会的、環境的要因を検討すること。 
 
第 4節 本論文の構成 
本論文は、第 1章から第 5章までの 5章により構成されている（図 1-4）。 
 
 
図 1-4. 本論文の構成 
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第 1章では、本研究全体の背景、および文献考証と目的を述べた。すなわち、中国成
人の健康状況や行動疫学の枠組みによる本研究の意義と問題点を挙げた。また、本研究
で扱っているテーマについて、国内外での文献を考証した。 
第 2章では、インターネットを用いた調査を実施し、推奨身体活動の実施による健康
アウトカムを検証するために、推奨身体活動の実施と健康関連 QOL との関係に関する検
討を行い、その結果を述べた。 
第 3章では、推奨身体活動の充足状況を確認し、それと社会人口統計学的要因との関
係に関する検討を行い、その結果を述べた。 
第 4章では、推奨身体活動充足に関連する心理的、社会的、環境的要因についての研
究を行った。推奨身体活動を規定するものとして、セルフ・エフィカシー、身体活動実
施に伴うメリットとデメリット、ソーシャルサポートの有無、自宅周辺の身体活動環境
など、様々な要因を抽出した。推奨身体活動の実施とこれら要因との関連性について検
討し、その結果を述べた。 
第 5章では、本論文を総括し、本研究で得られた知見をもとに、推奨身体活動を推進
するための方策に関する提案と、行動科学研究に関する今後の方向性をまとめた。 
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第 2章 
インターネットを利用する中国成人における推
奨身体活動の充足と健康関連 QOL との関係 
 
 
第1節 緒言 
WHOでは、健康で生きることをテーマとして、単に病気にかからないことだけではな
く、日常生活での身体的な自立機能やこころの健康を良好に保ち、生活の質（QOL）を
維持および向上することを重要視している。健康関連 QOL は、「個人や集団の主観的な
心身の健康」と定義され、健康状態を評価する重要な指標のひとつとされている（U.S. 
Department of Health and Human Services,2000）。また、それは日常生活における身
体面および心理面の健康状態に対する自己認識を確認するのに使用される基本的な評
価法である（Mishoe & Maclean,2001; Ware & Sherbourne,1992)。 
適切な身体活動の実施は、冠動脈疾患、糖尿病、高血圧などの慢性疾患による死亡お
よび罹患リスクを軽減させることはすでに知られている（Sundquist et al.,2005； 
Warburton et al.,2006；Manson et al.,1999；Bjorntorp,1992）。身体活動の効果は、
このような身体面だけでなく、心理面にも及ぶことが明らかとなっている。これまでの
先行研究によると、日常生活において不活動な者はそうでない者と比べ、健康関連 QOL
が低いことや（Tentori et al.,2010；US Department of Health and Human 
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Services,1996；Harrison et al.,2006）、運動を定期的に実施している者は座位中心
の生活を送っている者と比べて、健康関連 QOL の要素の中でも心理面で優れていると報
告されている（Lee & Russell,2003）。これらの研究成果に基づいて、医療従事者や健
康増進に関わる者は健康関連 QOL を維持・向上する手段の一つとして、定期的な身体活
動の実施を奨めている。 
米国では、慢性疾患の予防や健康の維持・増進のために、多くの人々に身体活動への
参加を促すことを目的として、「ACSM/AHA ガイドライン」が発表された（Haskel et 
al.,2007）。このガイドラインでは、中等度以上の強度での身体活動を週当たり 150分
以上行うことを推奨しており、現在、このガイドラインは世界で広く活用されている
（Meseguer et al.,2009; Stevinson et al.,2009）。フランス成人を対象に、Medical 
Outcomes Study short-form 36(SF-36)を用いて、推奨身体活動量の充足と健康関連
QOLとの関連を調査した研究では、推奨身体活動量の充足者は、その 8つの下位尺度の
うち、身体機能、活力、全体的健康、社会生活機能と心の健康が、非充足者と比較して
高いことが明らかとなっている（Vuillemin et al.,2005)。このように、推奨身体活動
量を満たすことは慢性疾患の罹患と死亡率の減少だけではなく、健康関連 QOL の向上に
も有用であることが、欧米を中心とした諸外国で報告されている。 
中国においても、諸外国と同様に健康関連 QOL が重視されてきており、2008 年に中
国衛生部によって発表された「健康中国 2020戦略」では、ヘルスプロモーションの最
終目標は、健康関連 QOLを高めることにあると述べられている（Huang et al.,2008）。  
しかし、中国においては、主に疾病者のような特定集団を対象に、健康関連 QOLと身
体活動との関連を検討した研究は散見されるものの（Qian et al.,2009; Chan et 
al.,2008)、幅広い年齢層の中国成人を対象にして、その関連性を検討した研究は見ら
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れない(Schooling et al.,2006)。 
近年の中国では、特に都市部を中心として社会経済的発展が著しく、生活様式の欧米
化が加速している。2009 年中国インターネットの発展状況の調査報告書によると、中
国都市部でのインターネット利用者は年々増加する傾向にあり、現在では、中国全体の
利用者（31.8％）のうち 72.6％が都市部在住者である。このようなインターネットを
利用する都市部在住者では、今後ますますの欧米的な生活様式と身体活動の低下による
健康問題が懸念される。今後の身体的不活動に対する対策を構築するためには、その危
険性の高い中国都市部に在住する者を対象に、身体活動と健康関連 QOL に関する調査を
行うことが有用であると思われる。 
そこで、本研究では、インターネットを利用する中国成人を対象に、身体活動を推進
するための基礎資料を得ることを目的に、推奨身体活動量と健康関連 QOLとの関連性を
検討することとした。 
 
第2節 方法  
2－1 データ収集と対象者 
日本にある海外調査会社（以下；A社）の中国人登録モニター（2009年 11 月現在，
約 195万人）を対象として、2009 年 12月から 2010 年１月にかけてインターネット調
査を実施した。回答数が 1300 名に達することを目標として、性と年齢階層（30 歳代，
40 歳代，50歳代）が均等になるように層化した上で、中国全土の成人 39000 名を無作
為に抽出し、A社より質問調査協力依頼の電子メールを送付した。最終的な回答者数は
1501名（反応率は 3.8％）であった。インターネットによる質問調査に回答した対象者
には、謝礼として A社が調査項目数に応じたインターネットポイントを支払った。なお、
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本研究は早稲田大学「人を対象とする研究に関する倫理審査委員会」の承認（承認番号：
09-145）を得て実施された。 
 
2－2 調査内容 
①  身体活動量 
身体活動量の推定には、国際身体活動質問紙短縮版（International Physical 
Activity Questionnaire-Short Version: IPAQ-SV）の中国語版を用いた（Qu & Li,2004）。
IPAQ-SVは過去１週間または平均的な１週間において、高強度および中等度強度の身体
活動ならびに歩行について、実施した日数と時間を自己申告式で回答するものである。
IPAQ-SV中国語版については、先行研究によりすでに信頼性と妥当性が検討されており、
再テストにおける信頼性の相関係数はｒ=0．779であり、妥当性についても、生活活動
記録から算出された１日の消費エネルギーとの相関係数がｒ=0.598 と良好であると報
告されている（Qu & Li,2004）。この結果は 12カ国身体活動比較調査における信頼性
および妥当性の検証結果と類似していた(Craig et al.,2003）。 
IPAQ-SV質問紙による週あたりの総身体活動量（時/週）は、回答より得られた高強
度および中等度強度ならびに歩行による身体活動時間に身体活動頻度を乗じて合計す
ることにより算出した。ACSM/AHA ガイドラインに基づき、歩行および中等度強度以上
の身体活動を含む週あたりの総身体活動量が 150分以上の対象者を充足群、それ未満の
対象者を非充足群に分類した。 
 
② 健康関連 QOL 
健康関連 QOL を測定・評価するための指標として、SF-36の中国語版を用いた（Li et 
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al.,2003）。これは中国人への適用に対して妥当性と信頼性が確認されている（Ren et 
al.,1998）。インターネットなどを用いる電子版についても、ペーパー自己式記入と同
様な妥当性と信頼性が確認されている(Chen et al.,2007)。この質問票は 36項目から
なり、以下の 8つの下位尺度によって構成されている：身体機能(physical functioning: 
PF)、日常役割機能−身体(role-physical: RP)、身体の痛み（bodily pain: BP）、全体
的健康感(general health: GH)、活力(vitality: VT) 、 社会生活機能(social 
functioning: SF)、日常役割機能−精神(role-emotional: RE)、心の健康(mental health: 
MH)。各下位尺度の得点は 0-100 点で算出され、得点が高いほど主観的健康度および機
能状態が優れていることを示す。 
 
2-3 解析 
回答者 1501名のうち、IPAQ-SV質問紙法で定められているデータ除外基準に基づい
て、１日あたり合計 960分（16時間）以上の身体活動を実施している者と、欠損デー
タを含む 107 名を除く、1394名（92.9％）を解析対象とした。すべての解析は、性別
で層化した上で行った。各人口統計学的変数と SF-36 の下位尺度の差異との関連を検討
するために、t検定および一元配置分散分析（ANOVA）を用いた。さらに、ANOVA におい
て下位尺度と有意な関連が認められた人口統計学的変数(年齢、婚姻状況、職業状況)
を共変量とした多変量共分散分析（MANCOVA）を用いて、推奨量の充足状況で分類した
2 群（充足群、非充足群）における下位尺度得点の差異を検討した。有意水準 5％未満
をもって統計学的に有意と判断した。解析ソフトには SPSS Ver．17.0を使用した。 
 
第 3節 結果 
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3－1 対象者の特徴 
対象者の平均年齢は 43.0±8.0歳であった。対象者の 50.2％が男性であった。また、
既婚者が 91.7％、有職者が 97.8％、大学以上の学歴を持つ者が 67.6％を占めていた。
年間一人当たりの収入は 50000 元以上の者が 62.3％、BMIが標準範囲内にある者は
63.7％であった（表 2-1）。推奨量を充足していた対象者は全体の 87.3％であった。そ
の中で、男性では 89.0％、女性では 85.6％の者が推奨量を充足していた。 
表 2-１. 対象者の特徴 
n % n % n %
合計 700 50.2 694 49.8 1394 100
234 33.4 235 33.9 469 33.6
234 33.4 232 33.4 466 33.4
232 33.1 227 32.7 459 32.9
  既婚 650 92.9 628 90.5 1278 91.7
　独身 50 7.1 66 9.5 116 8.3
688 98.3 701 97.5 1364 97.8
12 1.7 18 2.5 30 2.2
49 7.0 53 7.6 102 7.3
160 22.9 189 27.2 349 25.0
491 70.0 452 65.1 943 67.6
90 12.9 78 11.2 168 12.1
75 10.7 69 9.9 144 10.3
105 15.0 108 15.6 213 15.3
430 61.4 439 63.0 869 62.3
10 1.4 49 7.1 59 4.2
398 56.9 490 70.7 888 63.7
252 36.0 136 19.6 388 27.8
40 5.7 19 2.7 59 4.2
  >50,000
  <30,000
  有職
  無職
最終学歴
  ≤高等学校
  ≥28.0
男性 女性 合計
  50－59歳
  30－39歳
  40－49歳
 
年齢
　≥大学
  18.5－23.9
  24.0－27.9
　>40,000-50,000
収入 (元)
  30,000-40,000
BMI (kg/m²）
  <18.5
  専門学校・短大
職業状況
婚姻状況
 
 
3-2 健康関連 QOL に対する身体活動量の効果 
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推奨身体活動量の充足状況と SF-36の下位尺度との関係を検討したところ、男女とも
に PF、BP、GHは 50歳代で最も低く、30歳代では他の群（40歳代、50歳代）と比べて
高い値であった。婚姻状況においては、男性のみが既婚者と比較して、独身の方で高い
RP 値を示した。職業状況については、男性では PF 、RP、GH、VT および MHにおいて、
女性では BP、GHにおいて、無職者よりも有職者で高い値を示した。そこで次に、これ
らの影響変数（年齢、婚姻状況、職業状況）を共変量として、8つの下位尺度の得点を
従属変数、身体活動量レベルで分類した 2群を独立変数とした MANCOVAを行ったところ、
男性では、PF、RP、GH、VT、SFおよび MH において、女性では PF、VTおよび MHにおい
て多変量効果が見られた（男性：Wilk's λ=.934, p=.000; 女性: Wilk's λ=.934, p 
=.000)。さらに、単変量解析を行った結果、男女ともに充足群では非充足群と比較して、
PF、VT、MHが有意に高かった。また、男性の充足群では、RP、GHおよび SFが有意に高
かった（表 2-2）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
- 27 - 
 
表 2-2. 性別における身体活動充足状況と 8つ下位尺度得点の差異 
男性（SD） 充足 非充足 F P
身体機能(PF) 88.44(14.6) 80.71(20.3) 16.76 <0.001***
役割機能（身体）(RP) 84.70(19.6) 78.99(23.2) 5.59 0.018*
身体の痛み(BP) 77.90(16.8) 76.86(15.0) 0.22 0.636
全体的健康感(GH) 67.71(19.7) 56.40(22.8) 19.61 <0.001***
活力(VT) 68.64(16.0) 58.79(18.3) 21.96 <0.001***
社会生活機能(SF) 77.12(17.6) 70.94(18.5) 7.90 0.005**
役割機能（精神）(RE) 79.95(20.3) 75.76(22.2) 2.80 0.094
心の健康(MH) 67.17(15.3) 62.14(18.4) 5.45 0.020*
女性（SD）
身体機能(PF) 88.36(12.4) 83.30(17.0) 13.2 <0.001***
役割機能（身体）(RP) 85.98(18.1) 86.32(19.8) 0.00 0.999
身体の痛み(BP) 77.55(16.7) 80.28(18.0) 1.86 0.173
全体的健康感(GH) 67.46(20.2) 64.22(19.9) 2.72 0.099
活力(VT) 69.08(15.2) 64.40(17.9) 9.02 0.003**
社会生活機能(SF) 78.72(17.1) 81.50(17.0) 1.71 0.191
役割機能（精神）(RE) 81.47(18.5) 81.67(21.8) 0.03 0.873
心の健康(MH) 67.59(14.8) 63.05(18.1) 7.22 0.007**
年齢階層、BM、婚姻状況、職業状況、学歴、収入を共変量とした。
充足状況
*** p < .001   ** p < .01   *p < .05  
 
第4節 考察 
本研究では、インターネットを利用している中国成人における推奨身体活動量の充足
と健康関連 QOLとの関連性を検討した。全体における推奨身体活動量の充足率は 87.3％
であった。中国成人を対象とした IPAQ-SV を用いた身体活動に関する先行研究では（Li 
et al.,2004）、週 150分以上の身体活動を実施する者の割合は 88.8％であり、本研究
の結果と一致した。また、健康関連 QOL に関して、中国成人を対象に SF-36を用いて調
査した研究（Wang et al.,2008）と比較すると、本研究の結果は全体的に値がやや低か
ったが、各下位尺度の得点傾向は類似していた。 
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身体活動と健康関連 QOLに関して、推奨レベルの身体活動を実施している男性は、人
口統計学的要因の影響を調整してもなお、ほとんどの下位尺度（PF、RP、GH、VT、SF、
MH）との間に有意な関連性が認められた。女性においても、PF、VT、 MHとの間に有意
な関連性が認められた。これらの結果から、本研究では推奨レベルでの身体活動の実施
が健康関連 QOLの身体的および心理的両面に関連することが示唆された。フランスにお
ける疫学的コホート（SUVIMAX）調査でも、推奨レベルでの身体活動の実施者は、下位
尺度の PF、RP、GH、RE、VT、SF、MHにおいて、対照群に比べて高い値を示すことが報
告されている（Vuillemin et al.,2005）。また、米国で行われた身体活動に関する大
規模な調査（BRFSS）では、主観的に１ヶ月間に 14日以上において不健康であると自己
評価した者は、そうでない者に比べて、推奨身体活動量を満たす割合が有意に低いと報
告されている（Brown et al.,2003）。これらのことから、中国でインターネットを利
用する成人においても、先進的な諸外国と同様に、推奨身体活動量の充足が良好な健康
関連 QOL と関連すると考えられた。 
 本研究では、8つの下位尺度のうち男性においては BPおよび RE、女性においては RP、
BP、GH、SFおよび REにおいて、身体活動との関連が認められなかった。Morimoto et 
al.(2006)によると、身体活動量が多い場合には、SF-36のすべての下位尺度と相関す
ること、男性よりも女性では、各下位尺度すべてにおいて、高強度の活動量がより良い
影響を及ぼすと報告されている。また、他の先行研究でも、中等度強度の身体活動と比
べて高強度の余暇活動が、全ての下位尺度と強く関連すると報告されている（Vuillemin 
et al.,2005）。本研究では、週 150 分以上の中等度強度以上の身体活動の実施と健康
関連 QOL との関連を調査しているため、身体活動強度や身体活動量との量反関係につい
ては直接言及することはできない。しかしながら、先行研究の結果を踏まえると、推奨
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身体活動量の充足と関連が認められなかった下位尺度に関しては、より高い強度または
多い量での身体活動の実施が必要であり、週 150分の中等度強度以上の身体活動推奨量
の実施では不十分である可能性が示唆される。 
また、下位尺度 SFについては、男性では身体活動との間に有意な関連が認められた
ものの、女性では認められなかった。Wendel-Vos et al.,(2004)は、縦断研究によって、
5 年間の持続的な余暇活動の実施が女性における SFの向上に好影響を及ぼすと報告し
ている。本研究は横断研究であり、さらに身体活動習慣や持続期間についても調査を行
っていないが、女性においては、一定の身体活動の量とともに実施期間が、SF に影響
を与えるものと考えられる。そのため、今後この点については、縦断研究を行って検討
する必要があると思われる。 
さらに、本研究では、女性の方で特に身体的側面において、推奨身体活動量の充足と
関連が少なかった。長期間の身体活動状況と健康関連 QOL との関連を観察した先行研究
では、身体活動強度が増加すればするほど、身体的側面との関連が認められることを報
告している（Wolin et al.,2007）。このことは、高強度の身体活動の実施が身体的側
面に影響することを示唆している。また、男性では高強度の身体活動を好むのに対して、
女性では一般に中等度強度を実施する傾向にある（Macera et al.,2005）。それゆえ、
本研究でも、週 150分以上の中等度以上の身体活動のうち、男性はより高強度の活動を
実施していたのに対して、女性では中等度強度の身体活動が多かった可能性も考えられ
る。女性の身体的側面をより効果的に改善・向上するためには、高強度の身体活動量を
推奨することが望ましいと言えよう。 
先行研究では、中等度以上の余暇的な身体活動（週 150分以上）の実施は、男性の健
康関連 QOLにおける下位尺度（BPを除く）と強く関連することが示されている
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（Vuillemin et al.,2005）。一方で、本研究では日常生活活動を含めた中等度以上の
身体活動と健康関連 QOLとの関連を評価した結果、複数の下位尺度において関連が認め
られなかった。このことから、日常生活全般の身体活動よりも余暇的な身体活動の実施
が、健康関連 QOLに関連するものと推察される。また、余暇活動は全体的健康感にポジ
ティブな影響を与える一方で、通勤や職業などの身体活動は全体的健康感にネガティブ
な影響を与えることから、受動的な状況での身体活動は心理的要因に大きく影響すると
示唆されている（Karim & Alfred,2008）。中国では、通勤手段として自転車および歩
行を利用する人が全体の 3分の 1を占めている。このことから、本研究の対象者におい
ても、このような活動が多く含まれていたと予想される。したがって、心理的側面であ
る RE、SF と関連しなかったという本研究の結果には、実施する身体活動の種類が関与
していたものと考えられる。 
なお、本研究にはいくつかの限界点もある。その一つは、研究デザインとしては横断
研究であるため、推奨身体活動の実施と健康関連 QOLとの因果関係に言及できないこと
であるが、その他の限界点については第 5 章の総合論議に記述した。 
 
第 5節 結論 
インターネットを利用している中国成人において、ACSM/AHAガイドラインにおける
身体活動推奨量の充足は健康関連 QOL と関連することが認められ、推奨身体活動量の実
施は健康に重要な影響を持つと考えられた。今後は、身体活動のタイプや持続時間が健
康関連 QOLにどのような影響を与えるかを明確にする必要がある。また、健康関連 QOL
を向上させることを目的とした身体活動の推進に効果的な支援戦略が必要であること
が示唆された。 
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第 3章 
インターネットを利用する中国成人におけ
る推奨身体活動充足に関連する社会人口統
計学的要因 
 
 
第1節 緒言 
近年、肥満による慢性疾患の増加は先進国だけではなく、発展途上の中国においても
社会問題となっている。2009年の中国国際慢性疾病予防センターの発表によると、中国
成人の慢性疾患による死亡率は、全死亡に対して過去最高の83％に昇っている。そこで、
中国国務院は、2009年10月に対策の一つとして「全民健身条例」を公布した。本条例は、
全国民に健康活動(全民健身活動)を普及させる目的で制定されたものである。また、中
国の文化背景から、「国家富強」の指標の一つとして、国民１人ひとりが健康であるこ
とを挙げており、そのことが国全体の発展のベースとなると認識されている（Jiamng et 
al.,2009）。 
身体不活動は慢性疾患の独立した危険因子であり、身体活動は健康増進および疾病予
防に重要な役割を持つことがすでに確立されている（Sundquist et al.,2005）。諸外
国では身体活動不足の問題に注目して、身体活動増進に関する研究が進められており、
数多くの関連エビデンスに基づいて身体活動指針が報告されてきている（US 
Department of Health and Human Services,1998）。米国疾病予防センター（CDC）、
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米国スポーツ医学会（ACSM）によって1995年に公表された「CDC/ACSMガイドライン」で
は、それまでの高強度運動に加え、1日の消費エネルギーを増加させるような日常の身
体活動実施の重要性が強調されている（Pate et al.,1995）。 
2007年にACSMと米国心臓協会（AHA）は「CDC/ACSMガイドライン」を踏まえて，新た
に「ACSM/AHAガイドライン」を発表した。この「ACSM/AHAガイドライン」では、健康増
進および疾病予防を目的として、１回少なくとも10分以上持続し、1日合計30分かつ週5
日間、週当たり150分の中等度以上の身体活動を実施することが推奨されている
（Haskell et al.,2007）。本ガイドラインで推奨された身体活動量を満たすことによ
って、慢性疾患の予防および改善、健康増進に効果的であると報告されている（Haskell 
et al.,2007; Nelson et al.,2007）。それにもかかわらず、推奨レベルで身体活動を
実施している米国成人の割合は、男性で50.7％、女性で47.9％であり、年々減少傾向に
ある（Centers for disease control and prevention,2010）。 
中国では、国民の健康確保および身体活動状況を把握することを目的として、 国家
体育総局において中国国民体力調査が実施されている。評価基準には「体育人口（Sports 
population）」が用いられ、週3回、１回あたり30分、中等度強度以上の運動を実施す
る集団あるいは個人を運動習慣のある者としている。中国国民体力調査では（王
ら,2005）、20～59歳までの成人において、「体育人口」と見なされる男性の割合は18.6％
～48.4％、女性では14.3%～46.2%である。しかし、この基準では意図的な運動のみを評
価しており、仕事場面や日常生活中の身体活動は含まない。 
諸外国では、日常生活における身体活動がより取り入れやすいことから、身体活動推
進のためには、日常生活における身体活動全般を活発化させることが重視されている。
近年、中国では、特に都市部を中心として社会経済的発展が著しく、生活様式の欧米化
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が加速している。例えば、中国都市部でのインターネット利用者は年々増加する傾向に
あり、現在では、中国全体の利用者（31.8％）のうち72.6％が都市部在住者である（中
国インターネットの発展状況の調査報告書,2009）。このようなインターネットを利用
する都市部在住者では、今後ますます欧米的な生活様式と身体活動の低下が懸念される
ことから、これらの人々に対する早期の対策が重要であると考えられる。 
しかしながら、これまで中国では、運動を主流とした研究が進められており、日常の
身体活動に焦点を絞った研究は少ない。中には、対象者の性や地域を限定した先行研究
は散見されるが、中国全土における国民の身体活動状況を調査した研究はほとんどない
（Lee et al.,2007; Hu et al.,2002）。今後の身体不活動に対する対策を構築するた
めの手がかりを得るためには、現状で身体的不活動の危険性の高い中国都市部に在住し
ている者を対象に調査を行うことが有用であると思われる。 
身体活動・運動を増進させるためには、活動的でない生活習慣を持つ集団または個人
の状態や特徴を把握する必要がある。このような人口統計学的な特定要因を理解するこ
とによって、個人それぞれの異なる特徴に適した施策案の開発が可能となる。身体活動
と関連要因を調査した諸外国を中心とするエビデンスでは、身体活動が性、年齢、婚姻
状況、教育レベル、社会経済状況、民族性、運動歴などの複数要因と関連することが認
められている（Bopp et al.,2006; Bauman et al.,2002）。しかし、中国では、推奨身
体活動との関連要因を検討した研究は見あたらない。 
そこで、本研究では中国全土における都市部在住の中国成人を幅広く調査することを
目的に、都市部で特にその利用率が高いインターネットを利用した調査を採用し、それ
らの成人におけるACSM/AHAガイドラインで推奨されている週150分の中等度以上におけ
る強度での身体活動量の充足状況、およびその推奨身体活動の充足に関連する社会人口
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統計学的要因を検討することとした。 
 
第2節 方法 
本論文の対象者、調査内容の人口統計学的変数および身体活動量については、第 2章
（研究 1）と同様である。 
 
解析 
はじめに、回答者 1501名のうち、IPAQ質問紙で定められているデータ除外基準に基
づいて（Cavill et al.,2006）、１日あたり合計 960分（16時間）以上の身体活動を
実施している者と、欠損データを含む 107 名を除外し、1394名（92.9％）を解析対象
とした。IPAQ 質問紙により得られた対象者の総身体活動量によって、ACSM/AHAガイド
ラインにおける推奨身体活動量の充足状況を検討した。次に、推奨身体活動量で分類さ
れた 2群における人口統計学的要因それぞれの割合の差をχ2検定にて比較した。さら
に、変数間の影響を統計学的に制御した上で、推奨身体活動量充足の関連要因について
検討するために、身体活動レベルを従属変数、社会人口統計学的要因（性別、年齢、BMI、
職業の有無、世帯収入、教育歴、婚姻状況）を独立変数とした多項ロジスティック回帰
分析を用いて、オッズ比と 95％信頼区間を算出した。すべての解析は、性別で層化し
て行った。有意水準 5％未満をもって統計学的に有意と判断した。解析ソフトは SPSS Ver．
17.0を使用した。 
 
第3節 結果 
本論文における対象者の特徴は、研究 1と同様である。 
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3－1 身体活動充足状況と社会人口統計学的変数の割合 
社会人口統計学的変数における推奨身体活動量の充足状況の割合を、男女ごとに表
3-1に示した。推奨量を充足していた対象者は全体の 87.3％であった。その中で、男性
では 89.0％、女性では 85.6％の者が推奨量を充足していた。χ2検定を用いて 2群間の
割合の差について検討した結果、男性においては、身体活動充足状況と婚姻の有無との
間で、有意な分布の差異が認められた（χ2=4.455，p=0.035）。女性においては、身体
活動充足状況と年齢層および収入との間に有意な分布差異が認められた（χ2=8.453，
p=0.015）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
- 36 - 
 
表 3-1. 身体活動充足状況と社会人口統計学的変数の割合 
N ％ N ％ χ²値 N ％ N ％ χ²値
合計 623 89.0 77 11.0 594 85.6 100 14.4
年齢 0.885 8.453*
209 89.3 25 10.7 189 80.4 46 19.6
211 90.2 23 9.80 208 89.7 24 10.3
203 87.5 29 12.5 197 86.8 30 13.2
婚姻状況 4.455* 0.301
　 既婚 583 89.7 67 10.3 539 85.8 89 14.2
　 独身 40 80.0 10 20.0 55 83.3 11 16.7
職業状況 2.444 0.915
 　有職 614 89.2 74 10.8 580 85.8 96 14.2
 　無職 9 75.0 3 25.0 14 77.8 4 22.2
教育歴 1.243 0.512
42 85.7 7 14.3 44 83.0 9 17.0
140 87.5 20 12.5 164 86.8 25 13.2
441 89.8 50 10.2 386 85.4 66 14.6
収入 (元) 1.441 5.466*
80 88.9 10 11.1 61 78.2 17 21.8
65 86.7 10 13.3 61 88.4 8 11.6
91 86.7 14 13.3 97 89.8 11 10.2
   >50,000 387 90.0 43 10.0 375 85.4 64 14.6
1.002 2.589
9 90.0 1 10.0 42 85.7 7 14.3
353 88.7 45 11.3 419 85.5 71 14.5
227 90.1 25 9.9 119 87.5 17 12.5
34 85.0 6 15.0 14 73.7 5 26.3
 *　p<0.05
 　24.0－27.9
   ≥28.0
   <30,000
   30,000-40,000
 　>40,000-50,000
BMI (kg/m²）
   <18.5
   18.5－23.9
 　≥大学
男性 女性
充足者 非充足 充足者 非充足
 　30－39歳
   40－49歳
 　50－59歳
 　≤高等学校
   専門学校・短大
 
3-2  充足状況と社会人口統計学的変数における関連性 
社会人口統計学的各変数間の影響を調整して解析を行うために、身体活動を従属変数
とした多項ロジスティック回帰分析を行った（表 3-2）。その結果、女性においては、
年代と収入との間に有意な関連が認められた。すなわち、30歳代の女性と比較して、
40 歳代の女性は、有意に推奨身体活動量を充足しており(OR=2.12，95%CI=1.23-3.66)、
年間収入 30000元の低収入者と比較して、40000～50000 元のやや高収入者は、有意に
推奨身体活動量を充足していた(OR=2.40，95%CI=1.03-5.56)。 
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表 3-2. 充足状況と社会人口統計学的変数における関連性 
年齢
1（ref） P 1（ref） P
0.983 0.007 **
0.468 0.065
婚姻状況
 　既婚 1（ref） 1（ref）
　 独身 0.059 0.787
職業状況
　 有職 1（ref） 1（ref）
　 無職 0.324 0.415
教育歴
1（ref） 1（ref）
0.997 0.432
0.694 0.702
収入(元)
1（ref） 1（ref）
0.349 0.105
0.299 0.042 *
0.619 0.196
1（ref） 1（ref）
0.804 0.906
0.891 0.866
0.554 0.218
OR=オッズ比;CI=信頼区間,**p<0.01　*p<0.05
年齢,婚姻状況,職業状況,教育歴,収入,BMIを調節要因都市オッズ比を算出した。
　 24.0－27.9 0.86（0.10-7.30） 1.09（0.41-2.85）
   ≥28.0 0.50（0.05-4.88） 0.44（0.12-1.63）
0.81（0.34-1.89） 1.53（0.81-2.89）
BMI (kg/m²）
   <18.4
   18.5－23.9 0.77（0.09-6.37） 0.95（0.41-2.22）
   ≥50,000
   <30,000
   30,000-40,000 0.61（0.22-1.71） 2.14（0.85-5.38）
 　40,000-50,000 0.60（0.23-1.58) 2.40（1.03-5.56）
   <高等学校
   専門学校・短大 0.10（0.37-2.73） 1.17（0.52-2.63）
　 ≥大学以上 1.21（0.47-3.15） 1.41（0.60-3.29）
   40－49歳 1.01（0.55-1.85） 2.12（1.23-3.66)
 　50－59歳 0.81（0.45-1.44） 1.62（0.97-2.70)
0.48（0.23-1.03） 0.91（0.45-1.83）
0.48（0.11-2.06） 0.61（0.19-1.98）
 　30－39歳
充足者
男性 女性
OR(95%CI) OR(95%CI)
 
 
第4節 考察 
本研究では、ACSM/AHAガイドラインで推奨されている身体活動量に着目し、都市部
在住で先進国に近い生活習慣を持つと推察されるインターネットを利用している 30 歳
から 59歳までの中国人成人を対象として、推奨身体活動充足状況と社会人口統計学的
要因との関連性について検討した。本研究における対象者の特徴は、中国全体の成人（中
国統計局報告,2008）と比べて、BMI の割合に関してはほぼ同等であったものの、有職
者率（97.8％、中国全体では 59.6％）、婚姻率（91.7％、中国全体では 69.8％）、お
- 38 - 
 
よび大学以上の教育歴（67.6％、中国全体では 25.0％）が高いことであり、これらの
ことから、高い社会経済状態にある人々であったといえる。 
IPAQ質問紙を用いて51カ国の身体活動を比較した研究では（Guthold et al.,2008）、 
週あたりの総身体活動量が10分未満であると回答した不活動の中国成人男性の割合は、
わずかに9.3％、女性では12．5％であったと報告されている。本研究における全体の
12.7％が150分/週の身体活動量を満たしていないという結果から、中国のインターネッ
トを利用する多くの成人が、ACSM/AHAガイドラインで推奨されている週150分以上の身
体活動を実施しているものと推察された。 
一方、米国におけるBehavioral Risk Factor Surveillance System （BRFSS）2003
の調査によると、推奨身体活動量を充足している人口の割合は全体の45.9％にすぎない
（Brown et al.,2003）。また、スウェーデンでは、IPAQ質問紙による評価において、
週5回、1回30分の中等度以上の身体活動を実施する男性は61.4％、女性は64.5％であっ
た（Bergman et al.,2008）。これらの報告と比較すると、中国でインターネットを利
用する成人の身体活動量は、諸外国に比べて高いと考えられた。しかしながら、IPAQ
を用いた中国都市部の成人を対象とした身体活動に関する先行研究では（李ら,2004）
週150分以上の身体活動を実施する者の割合は88.8％であったと報告されており、本研
究の結果はこれと極めて類似している。 
このように、中国都市部の先行研究や本研究でも全体の8割以上の成人が身体活動の
推奨量を満たしているものの、中国全体においては慢性疾患の罹患率が増加しつつある
のが現状である。中国と欧米諸国とでは、文化的背景や、身体活動以外にも様々な生活
習慣が異なることが容易に推測され、それゆえ、ACSM/AHAガイドラインで推奨されてい
る週150分の身体活動量は、中国の現状においては適切な指標ではない可能性も示唆さ
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れる。 
中国成人の身体活動に関する調査では、5年間以上の運動習慣を有する者は全体の
35％であり、週2回以上の余暇活動・運動を行う者は、そのうちの半数であった（王
ら,2005）。また、身体活動における活動の種類を検討した研究では、ほとんどの者が
日常生活の中で歩行と自転車運動を行い、そのうちの約6割が、通勤における移動手段
として歩行や自転車を利用しており、 総身体活動量に占める交通手段としての身体活
動量の貢献度は最も大きいと報告されている（Jurj et al.,2007）。これらの報告から、
中国でインターネットを利用する成人においても、日常生活における身体活動は多いも
のの、運動としての実施者は比較的少ないであろうと推察される。 
推奨身体活動充足に関連する社会人口統計学的要因に関して、男性では年齢層で差が
見られなかったのに対して、女性では40歳代の人がより活動的であり、最も身体活動レ
ベルの低い集団は30歳代であった。欧米諸国では、中等度以上の身体活動への参加者は
年齢と共に減少するのが一般的である（Martinez-Gonzalez et al.,2001）。それに対
して、中国若年層では身体的に不活動者が多く、高齢になるほど身体活動量が増加する
傾向にある（Zhang & Zhang,2005）。本研究における対象者の9割以上が既婚者であっ
たため、30歳代の女性は職業を持つ傍ら家事や子育てで多くの時間を取られ、身体活動
への参加が難しいのかもしれない。50歳代の女性は退職してから、より活発に余暇活動
に参加する傾向にあることから、総身体活動レベルが若年層より高くなると示唆されて
いる（Jurj et al.,2007）。 
収入状況に関して、女性では収入が高い者で身体活動の充足率も高くなる傾向にある
ことが明らかとなった。欧米でも社会経済的地位の高い集団では、身体活動レベルが高
く、教育年数や収入が増えるにつれて不活動は減少すると報告されている（Hu et 
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al.,2003)。社会経済的な地位が高い者ほど、疾患予防および健康増進についての知識
や、定期的な身体活動による効果に対する意識が高いためと報告されている（Ertrais 
et al.,2004）。また、社会経済的地位の高い者は、余暇身体活動・運動と正の相関を
示し、職業的活動とは負の相関を示すことも報告されている（Popham & Mitchell,2007）。
このことは、社会経済的地位によって、総身体活動レベルに寄与する身体活動の種類に
相違があることを示唆するものである。 
一方、婚姻状況、職業状況、最終学歴に関して、諸外国の報告では、未婚者、無職者、
高学歴者であることが、比較的に身体活動量と関連することが認められている
（Martinez-Gonzalez et al.,2001; Abu-Omar & Rütten,2008）。これに対して、本研
究では、男女ともこれらの要因に身体活動量との関連性が認められなかった。それゆえ、
諸外国の先行研究で見られた知見を、中国の現状にそのまま当てはめることは不可能で
あると思われる。 
先行研究では、BMIと身体活動量とに関連性があるとも報告されているが（Bergman et 
al.,2008）、本研究では明確な関連性は認められなかった。しかし、注目すべき点は、
充足群の中でも標準指数を超過した者が多いことである。豊かな生活による過剰でアン
バランスな摂食により、肥満の蔓延が中国社会においても一般的な健康問題となってい
る。本研究の結果より、中国人に見られる高いBMI値は、週150分の身体活動実施よりも、
食生活など他の生活習慣によってもたらされている可能性が示唆される。 
ACSM/AHAガイドラインにおける中等度強度以上の身体活動の実施（150分/週以上）は、
座位中心的な生活を送る人々や余暇時間に全く身体活動を行わない人々を減少させる
ことも目的に含まれている。一方、肥満の改善と体重の維持を目的とするためには、45
～60分の中等度の身体活動をほぼ毎日行うことが推奨されている（Donnelly et 
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al.,2009）。ACSM/AHAガイドラインでも、150分/週の中等度強度以上の推奨量を満たす
者に対して、活動へより多く参加するように促し、身体活動量が多ければ多いほどより
健康的な恩恵を得て、体力の向上に大きな効果が得られることを強調している。したが
って、本研究では、8割以上の者が推奨量を充足していたが、中国人の食生活状況や肥
満増加の背景を踏まえると、肥満を含む慢性疾患の予防・改善には、さらなる身体活動
の促進が必要であると言える。 
本研究の対象者のほとんどが有職者であったため、通勤および日常生活での身体活動
が総身体活動量に大きく貢献していたと考えられる。しかし、通勤移動手段として、最
も頻繁に利用されている歩行および自転車の利用時間に関して、1日30分以上の利用率
が、1997年の46％から2006年では28％まで低下したことが報告されている（Ng et 
al.,2009）。中国では、交通網整備の進歩と自動車の保有率が急増することにより、将
来、交通移動による身体活動がさらに減少すると予測されている（Guo et al.,2009）。
また、自動車の保有率と肥満は深く関連するとの報告もあり（Bell et al.,2002）、公
衆衛生の視点から、先進諸国では歩行や自転車の利用を促進するために、歩道の整備や
都市計画の改善が推進されている。今後中国では、伝統的な自転車や歩行による移動手
段を利用するライフスタイルの継続を働きかけることも必要となるかもしれない。 
本研究では、身体活動の充足率については、男性が女性よりも高い傾向にあったが、
男性では推奨身体活動と社会人口統計学的要因との間に明確な関連性が見られなかっ
た。身体活動の決定要因は多様であり、社会人口統計学的要因ではなく、他の関連要因
が強く影響していることが推察される。身体活動は心理的、社会的、行動的、文化的、
物理的環境といった多くの要因によって規定されていると報告されており（Bopp et 
al.,2006; Trost et al.,2002）、今後、さらに推奨身体活動を充足することと、これ
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らの関連要因との関係を検討する必要があろう。 
なお、本研究における限界点については、総合論議に記述した。 
 
第 5節 結論 
本研究の結果、インターネットを利用する中国成人では、先進諸外国に比べて、高い
推奨身体活動量の充足率と、異なる社会人口統計学的要因との関連性が明らかとなった。
したがって、これらの特徴を考慮して、中国成人に対する運動介入の方策を検討するこ
とが重要であり、同時に、推奨身体活動量の充足率が比較的低い集団を介入ターゲット
とした適切で効果的な身体活動増進プログラムの開発も必要であると考えられた。 
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第 4章 
推奨身体活動の充足に関連する心理的、 
社会的および環境的要因 
 
 
第1節 緒言 
習慣的な身体活動の実施は糖尿病や心血管系疾患の予防（Murtagh et al.,2005; 
Bauman,2004）および死亡率の減少に効果があると言われている(Blair & Church,2004)。
現在、中国では経済政策の転換期にあり社会全般が大きな発展を遂げるとともに、国民
の日常生活スタイルも変化している。実際に、電化製品や自動車に加え、携帯電話やイ
ンターネットの急速な普及によって、通学や通勤、買い物などの中国人の日常生活にお
ける身体活動は減少傾向にある(Ng et al.，2009)。それゆえ、中国では、今後ますま
すの欧米的な生活様式とそれに伴う身体活動の低下による健康問題が懸念されている。  
2007年に米国スポーツ医学会(ACSM)と米国心臓協会(AHA)が作成した健康の維持・増
進のための身体活動ガイドライン「ACSM/AHA ガイドライン」では、１回あたり少なく
とも 10分以上持続し、1日に合計 30分、週 5日、週当たり 150 分の中等度以上の身体
活動を行うことを推奨している(Haskell et al.，2007)。この推奨量での身体活動の実
施が慢性疾患の予防および改善に有用であることは、多くの研究によって検証されてい
る( U.S. Department of Health and Human Services,1996; Nelson et al.,2007）。
それにもかかわらず、米国などでは定期的な身体活動を行わない者が多く存在する
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(Sisson & Katzmarzyk,2008)。 
不活動から活動的な行動に変容させることは重要な課題であり、それを解決するため
に、集団的または個人的な身体活動の実施に影響を及ぼす要因の検討がなされている
(McCormack et al.,2004;Trost et al.,2002)。近年国際的に注目されるようになった
エコロジカルモデルでは、社会人口学的、心理的、社会的および環境的要因が、多次元
的に交錯して身体活動に影響を及ぼすことを示している。そのため、これまでに多くの
研究が着目してきた心理的および社会的関連要因に加えて、環境的関連要因の検討が積
極的に行われるようになってきた(Sallis et al.,2002)。これまでに繰り返し報告され
ている心理的および社会的関連要因としては、セルフ・エフィカシー、運動に関する恩
恵・負担や家族・友人からのソーシャルサポートが挙げられ、一方、環境的関連要因と
しては近隣の身体活動施設、自宅にある用具、景観、道路の安全性、目的地へのアクセ
ス が 挙 げ ら れ て い る (Sallis et al.,2002; Chen et al.,2008; Foster & 
Giles-Corti,2008）。 
このように、諸外国では、 身体活動の実施を推進するためには、行動科学の知見に
基づいて、個人レベルに対する心理的および社会的アプローチ、および国民レベルに
対する環境的なアプローチによる介入が有用であると報告されている（Coghill & 
Cooper,2009; Guo & Gandavarapu,2010）。それゆえ、より広範囲で、長期的な身体活
動の推進を図るには、心理、社会および環境的要因を検討する必要がある（Cleland et 
al.,2010; Ishii et al.,2010）。しかし、 中国においては、定期的な運動を行う成
人はそうでない者に比べて、セルフ・エフィカシーが高いことや（Qiu and Zhang,2005）、
余暇活動の実施動機において、男性では友人からの支援および、女性では家族からの
支援であることが報告されているものの（Wang et al.,2008）、中国人を対象にこの
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ような多面的な要因を検討した研究は見あたらない(馬ら,2011）。身体活動に対する
心理的、社会的および環境的要因の影響度が、その国独自の文化的背景によって異な
ることが予想されることから、身体活動を中国成人に推奨するためには、中国人を対
象にこれらの関連要因を解明することが必要である。 
そこで、本研究では、 効果的な支援方策を検討するために、中国成人を対象として、
現在その普及が著しいインターネットを用いて、推奨身体活動の実施に影響する心理
的、社会的および環境的要因を検討することとした。  
 
第2節 方法 
本論文の対象者、調査内容の人口統計学的変数および身体活動量については、第 2章
（研究 1）と同様である。 
 
2-1 調査項目 
① 心理的要因 
心理的要因である運動セルフ・エフィカシーの測定は、Lee et al. (2008)が開発し
た尺度を用いた。これは個人が様々な阻害要因（悪天候、時間のなさ、肉体的疲労）を
想定した状況において、運動を継続する自信の度合いについて測定するものであり、本
質問紙の信頼性（内部整合性：α=.75）および基準関連妥当性（ｒ=－0.46）が検証さ
れている(Lee et al.,2008)。得点は項目ごとに「全くそう思わない（１）」から「か
なりそう思う（10）」の 10 段階で評定され、総 9項目における合計点として算出した。
合計点の中央値にて対象者を二分割した。 また、運動に対する主観的体験（Subjective 
Exercise Experience Scale)中国語版を用いて(Fang,2007）、運動に伴うポジティブ感
- 46 - 
 
（達成感を味わえる、気分がよくなるなど）およびネガティブ感（楽しくない、疲れる
など）を評価した。本質問紙についても、信頼性（内部整合性：α=.83）および基準関
連妥当性（ｒ=0.16）が検証されている(Fang,2007）。この尺度は各因子が 4 項目から
12 項目で構成されており、「全くそう思わない（１）」から「かなりそう思う（7）」
の 7段階で評定し、各因子の合計得点を算出して、中央値にて対象者を二分割した。 
  
② 社会的要因 
社会的要因である運動ソーシャルサポートの測定には、Chen et al.(2008)が開発し
た社会的支援尺度を用いた。この尺度は家族および友人による「アドバイス・指導」,
「激励応援」、「共同実施」を調査するものであり、6項目において、「全くそう思わ
ない（１）」から「かなりそう思う（4）」の４段階で評定し、各因子の合計得点を算
出して、合計点の中央値にて対象者を二分割した。本尺度についても、信頼性（内部整
合性：α=.69）及び構成概念妥当性（RMSEA=.06,GFI=.83,AGFI=.82,CFI=.96）が確認さ
れている(Chen et al.,2008）。また、医療従事者による運動の勧めの有無についても
調査した。Glasgow et al.(2001）の研究を参考に、「過去一年に、医師や医療機関の
専門家から定期的に運動するように勧められましたか」という設問を準備し、問いに対
して 2件法（はい、いいえ）で回答させた。 
 
③ 環境的要因 
自宅周辺の運動環境に関する認識については、岡ら(2004)の調査項目を用いた。調査
項目は①自宅には運動するための用具や機器（ダンベル、トレーニングマシン、球技ラ
ケットなど）がそろっている、②自宅の近所には、運動するための場所や施設（公園、
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広場、フィットネスクラブ、住宅団地内の運動遊具）がある、③自宅の周りには、運動
しやすい安全な環境（歩道、十分な街灯、交通量が少ない）が整っている、④自宅の近
所には景色を楽しみながら運動することができる場所がある、⑤自宅の近所で、運動し
ている人をよく見かける、の 5項目である。それぞれ「自宅用具」、「施設へのアクセ
ス」、「景観」、「役割モデル」といった内容を表している。各項目について、「全く
そう思わない（１）」から「かなりそう思う（4）」の４段階で回答させ、合計点の中
央値にて対象者を二分割した。なお、この質問紙については、岡らの使用許可を得て、
筆者が中国語への翻訳を行い、専門家による修正を経て最終的な中国語版を確定した。
また、住居地を「都市部」と「農村部」から選択させた。 
 
2-2  解析 
回答者 1,501 名のうち、IPAQ-SV質問紙法で定められているデータ除外基準に基づい
て、１日あたり合計 960分（16時間）以上の身体活動を実施している者と、欠損デー
タを含む 107 名を除外し、1,394 名（92.9％）を解析対象とした。すべての解析はまず
性別に層化した上で行い、IPAQ質問紙により得られた対象者の総身体活動量によって、
ACSM/AHAガイドラインにおける推奨身体活動量の充足状況を検討した。次に、推奨身
体活動量を基準に分類した 2群と人口統計学的要因、心理的、社会的、環境的要因との
それぞれの関連をχ2検定にて検討した。さらに、変数の影響を統計学的に制御したう
えで、推奨身体活動量レベルでの充足群と非充足群に対する関連要因について検討する
ために、身体活動状況を従属変数、人口統計学的、心理的、社会的、環境的要因の全て
を独立変数とした強制投入法による多項ロジスティック回帰分析を用いて、オッズ比と
95％信頼区間（95％ Confidence Interval: CI）を算出した。有意水準 5％未満で統計
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学的有意と判断した。分析には、SPSS for Windows 18.0 を用いた。 
 
第3節 結果 
本論文における対象者の特徴は、研究 1と同様である。 
 
3-1 心理的、社会的、環境的変数における推奨身体活動の充足状況の割合 
心理的､社会的､環境的変数に対する推奨身体活動の充足状況の割合は表 4-1 に示し
た｡χ2検定を用いて､身体活動の充足状況で分類された 2 群における各変数の関連を検
討した結果､男女ともに運動セルフ・エフィカシーが高いことと､施設へのアクセスが良
いことが､推奨身体活動の充足に有意に関連していた｡他に､男性のみでは､運動に伴う
ポジティブ感を高く評価している者､ネガティブ感を低く評価している者､運動ソーシ
ャルサポートを受けている者､近隣の安全性が良いと認識している者､運動実施におけ
る役割モデルがいると回答した者で､充足群の割合が有意に高かった｡女性のみでは､医
療従事者による助言がある者､景観を楽しみながら運動できる場所が近隣にあると回答
した者で､充足群の割合が有意に高かった｡ 
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表 4-1. 心理的、社会的、環境的変数における身体活動レベルの割合 
充足者 非充足 充足者 非充足
χ²値 χ²値
運動セルフ･エフィカシー 15.98*** 8.30***
　低 42.2 66.2 53.3 69.0
　高 57.8 33.8 46.5 31.0
運動実施に伴うポジティブ感 6.84** 3.201
　低 46.5 62.3 50.3 60.0
　高 53.5 37.7 49.7 40.0
運動実施に伴うネガティブ感 6.29** 1.106
　低 52.8 37.7 51.7 46.0
　高 47.2 62.3 48.3 54.0
運動ソーシャルサポート 8.51*** 2.018
　低 53.9 71.4 55.4 63.0
　高 46.1 28.6 44.6 37.0
医療従事者による助言 0.33 8.25***
　あり 38.2 41.6 37.9 23.0
　なし 61.8 58.4 62.1 77.0
自宅用具 3.39 0.14
　なし 37.2 48.1 39.1 41.0
　あり 62.8 51.9 60.9 59.0
施設へのアクセス 15.20*** 5.81*
　低 14.0 31.2 12.1 21.0
　高 86.0 68.8 87.9 79.0
近隣の安全性 14.51*** 0.211
　低 17.0 35.1 16.2 18.0
　高 83.0 64.9 83.8 82.0
景観 2.72 5.67*
　なし 28.6 37.7 26.4 38.0
　あり 71.4 62.3 73.6 62.0
役割モデル 7.36** 2.63
　なし 13.2 24.7 11.3 17.0
　あり 86.8 75.3 88.7 83.0
住居地 0.54 2.18
　都市部 75.3 71.4 82.0 88.0
　農村部 24.7 28.6 18.0 12.0
男性 女性
％ ％
 ***p<0.001　 **p<0.01　*p<0.05
 
3-2 推奨身体活動量充足に関連する要因 
多項ロジスティック回帰分析を用いて、推奨身体活動の充足に関する人口統計学的、
心理的、社会的および環境的要因を相対的に検討した。その結果、男性では、運動セル
フ・エフィカシーが高い者（OR=2.30; 95％IC:1.34-4.00）、運動施設へのアクセスが
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良いと認知している者（OR=1.99; 95％IC:1.08-1.86）は、推奨身体活動量を充足する
ことと有意に関連していた。女性では、40歳代の者(OR=2.02;95%CI:1.15-3.58)、40,000
～50,000 元のやや高収入の者(OR=2.60; 95%CI:1.09-6.27)、運動セルフ・エフィカシ
ーが高い者（OR=1.99; 95％IC:1.24-3.18）、医療従事者による助言を受けている者
（OR=2.11; 95％IC:1.30-3.50）、運動施設へのアクセスが良いと認知している者
（OR=1.94; 95％IC:1.09-3.44）、および農村部在住者（OR=2.22; 95％IC:1.12-4.42）
は、推奨身体活動量を充足することと有意に関連していた（表 4-2）。 
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表 4-2. 推奨身体活動量充足に関連する要因（オッズ比） 
年齢
1（ref） 1（ref）
婚姻状況
　既婚 1（ref） 1（ref）
　独身
職業状況
　有職 1（ref） 1（ref）
　無職
最終学歴
1（ref） 1（ref）
収入 (元)
1（ref） 1（ref）
　>50,000
1（ref） 1（ref）
運動セルフ･エフィカシー
　低 1（ref） 1（ref）
　高
運動実施に伴うポジティブ感
　低 1（ref） 1（ref）
　高
運動実施に伴うネガティブ感
　低 1（ref） 1（ref）
　高
運動ソーシャルサポート
　低
　高
医療従事者による助言
　なし 1（ref） 1（ref）
　あり
自宅用具
　なし 1（ref） 1（ref）
　あり
施設へのアクセス
　低 1（ref） 1（ref）
　高
近隣の安全性
　低 1（ref） 1（ref）
　高
景観
　なし 1（ref） 1（ref）
　あり
役割モデル
　なし 1（ref） 1（ref）
　あり
住居地
　都市部 1（ref） 1（ref）
　農村部
OR=オッズ比;CI=信頼区間, **p<0.01　*p<0.05
0.80（0.49－1.29）
1.05（0.65－1.69）
0.94（0.57－1.53） 2.11（1.30－3.50） **
1.99（1.08－1.86） * 1.94（1.09－3.44） *
1（ref） 1（ref）
1.77（0.99－3.16） 0.78（0.41－1.46）
0.51（0.05-5.28） 0.42（0.10－1.73）
1.07（0.60－1.90） 1.24（0.73－2.10）
1.10（0.65－1.86） 0.85（0.53－1.38）
0.66（0.39－1.14）
1.58（0.914－2.73）
2.22（1.12－4.42） *1.05（0.59－1.85）
1.16（0.60－2.24）1.09（0.52－2.26）
1.48（0.91－2.39）0.96（0.56－1.67）
　18.5－23.9 0.69（0.08-6.13） 0.90（0.36-2.27）
0.70（0.08-6.33） 0.92（0.33-2.62）　24.0－27.9
0.47（0.21-1.04） 1.11（0.53-2.29）
2.01（0.77-5.23）
0.87（0.48-1.59）
2.02（1.15-3.58)*0.96（0.51－1.82）
1.64（0.96-2.81)
0.57（0.20-1.59) 2.60（1.09-6.27） *
0.66（0.15-2.97） 0.64（0.19-2.22）
0.66（0.23-1.95）
　<30,000
　30,000-40,000
　>40,000-50,000
　≥大学
BMI (kg/m²）
　30－39歳
OR(95%CI)
充足者
男性 女性
OR(95%CI)
　40－49歳
2.30（1.34－4.00） ** 1.99（1.24-3.18)**
　50－59歳
　≥28.0
　≤高等学校
　専門学校・短大
　<18.5
0.70（0.28-1.76） 1.53（0.81-2.89）
1.14（0.41-3.20） 1.46（0.60-3.52）
1.40（0.53-3.71） 1.21（0.51－2.84）
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第 4節 考察 
本研究では推奨身体活動量の充足に影響する心理的、社会的および環境的要因を検討
した。主な知見として、男女ともに推奨身体活動量の充足には、運動セルフ･エフィカ
シーが高いことと、施設へのアクセスが良いこと、女性のみでは、年齢（40 歳代）、
やや高収入の者、医療従事者の助言を受けている者、農村に在住している者が関連して
いたことである。 
本研究では、諸外国の先行研究と同様に、男女ともに運動セルフ・エフィカシーが推
奨身体活動の実施に、他の要因と比較して強く関連していることが明らかとなった。米
国では、成人を対象とした調査において、１日 30 分、週 4 日以上の中等度強度以上の
身体活動を行う者は、そうでない者と比較して、運動セルフ・エフィカシーが有意に高
いことを明らにしている(Mitchell & Olds,1999)。また、男女ともに日常生活活動を含
めた歩行、中等度および高強度の身体活動それぞれが、運動セルフ・エフィカシーと関
連することが認められている(Bopp et al.,2006)。これらのことは、高い自己効力感を
持つほど身体活動実施との関連が強くなることを示すものであり、中国成人においても、
諸外国と同様に自己効力感は身体活動量の実施に関連することが示唆された。 
一方、心理的要因である運動に伴うポジティブ感およびネガティブ感において、諸外
国では、身体活動レベルが高い者は、運動に対する多くのメリットと少ないデメリット
を認識している（De & Sallis,2002）のに対して、本研究ではそれらとの関連性が認め
られなかった。本研究では、150分/週の中等度強度以上の身体活動を評価したところ、
8 割以上の者がそれを充足しており、推奨身体活動量の実施が比較的に容易な集団であ
ったと考えられる。それゆえ、このような集団での 150 分/週の中等度強度以上の身体
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活動量という評価基準では、身体活動によるポジティブおよびネガティブ的な体験に影
響しなかったものと考えられる。 
家族や友人によるソーシャルサポートにおける本研究の結果も、多くの報告とは異な
り、推奨身体活動量の充足との関連は認められなかった。先行研究では日常生活中の身
体活動よりも運動様式の活動が、ソーシャルサポートに影響することを示唆している
（Kanu & Baker,2008）。中国成人では、通勤移動および職業での身体活動が、総身体
活動の 7 割以上を占めると報告されている(Ma et al.,2007）。本研究の対象者のほと
んどが有職者であったため、多くは日常生活活動が占めており、そのためソーシャルサ
ポートとは関連しなかったものと考えられる。 
一方、医療従事者による身体活動の勧めでは、男性に影響は見られなかったものの、
女性では有意な関連が認められた。先行研究においても、女性は男性よりも医療従事者
によるアドバイスに影響を受けやすいことが報告されている(Glasgow et al.,2001）。
一般に男性は自主的に身体活動を実施するのに対して、女性では他人の影響を受けて行
うことが多い傾向にある(Peterson,2007）。それゆえ、中国成人女性においても、医療
従事者による適切なアプローチは、身体活動実施への推進に効果的であると考えられる。 
環境要因については、男女ともに、自宅の近所に運動するための場所や施設があると
認知する者は、推奨身体活動量との関連が高いと認められた。中国での身体活動の実施
場所に関する調査では、78％の者は近所の公園、広場または住宅団地内の運動施設を利
用することや(Xie & Peng,2005）、身体活動の実施に影響する主な要因として場所や施
設がないということが挙げられている(Wang et al.,2001）。これらのことは、本研究
の結果を支持するものであり、近所に身体活動を実施する場所を確保することは、直接、
身体活動の実施につながると考えられる。 
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住居地についてみると、女性では農村部に在住している者は都市部に在住している者
よりも活動的であった。中国成人を対象とした先行研究では、ほぼ毎日、少なくとも
30 分、中等度以上の身体活動量を満たした者の割合は、農村部在住の女性では 75.2％
であるのに対して、都市部では 17.3％であるとの報告(Muntner et al.,2005）がなさ
れており、このことは、農村部在住者がより活動的であるという本研究の結果を支持す
るものである。しかし、先進諸外国では、農村部に在住している者と比較して都市部に
在住している者は、より活動的であり(Wilcox et al.,2000; Shibata et al.,2009）、
中国成人とは異なっている。これは、中国では諸外国と比較して、農村部在住者の自動
車保有数が少ないために、主に歩行や自転車を利用しているためと思われる(Ma et 
al.,2007）。諸外国では、農村在住者の自動車の保有数がむしろ多く、日常生活におけ
る移動のほとんどで自動車を利用している可能性が高い(Gidlow et al.,2007）。 
本研究では、推奨身体活動の実施と環境要因との関連性を検討したが、上述した要因
を除き、他の要因との関連は認められなかった。近隣の安全性や景観などは、意図的な
歩行を中心とした運動様式の身体活動と強く関連することが報告されている(Foster & 
Giles-Corti,2008; Humpel et al.,2004)。しかし、中国成人では諸外国に比べて、比
較的に日常生活中の活動量が多く、そのため、関連性が認められなかった可能性が高い。
また、先行研究では環境的要因は心理的、社会的要因を介して身体活動に影響するとの
指摘もなされている(Ishii et al.,2010)。このことから、環境的要因は身体活動に直
接的な影響を与えるというよりも間接的に影響するため、関連性が弱かった可能性も考
えられる。  
なお、本研究における限界点は第 5章に記述した。 
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第5節 結論 
インターネットを利用する中国成人を対象として、推奨身体活動量に関連する心理的、
社会的および環境要因を検討した。その要因としては、セルフ・エフィカシーが高いこ
とや施設へのアクセスが良いことが挙げられ、加えて女性では、医療従事者による助言
および農村在住者であることが挙げられた。今後、身体活動の実施を推進するためには、
本研究で得られた知見に基づき、男女ともに運動セルフ・エフィカシーを高めるような
働きかけや施設へのアクセスを整えることと、女性には、医療従事者による身体活動の
勧めおよび都市部の在住者への身体活動実施の促進など、男女の特徴を活かし、対象者
に適合した身体活動の実施を促進するためのプログラムの開発が必要であると思われ
る。 
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第五章 総合論議 
 
 
第１節 推奨身体活動を促進する方策の提案 
1－1 行動変容に役立つ修正可能な要因 
身体活動には様々な要因が影響する。定期的な身体活動の実施を推進するための規定
要因には、人口統計学、生物学、心理、認知、情動、行動的属性、技能、社会文化、物
理的環境、身体活動特性などがある（Sailis et al.，2002）。これまでに行われてき
た推奨身体活動や身体機能の評価などに関する成果は、健康を維持するために行動を変
容させる上での個人に対する広範な支援の一部でしかない。一人ひとりの特性に即した
心理的、社会的な介入、または集団に対する環境整備など、さらに多角的な支援が不可
欠である。しかし、中国においては、成人の身体活動の実施を推進することを規定する
各種要因の関係に関する研究成果はそれほど多くない。本研究は、公衆衛生の観点から、
慢性疾患の予防および改善に効果的な身体活動を増加させるために、身体活動の実施に
関連する要因を抽出したこと、そして、適切なアプローチおよび介入方法、ならびに実
践に結びつける提案を検討したところに意義がある。 
本研究では、人口統計学・生物学的要因において、女性の年齢差による推奨身体活動
の実施状況に差異が見られ、30歳代では身体活動量が少ないという結果が得られた。
このことは、30歳代の女性をターゲットに身体活動を推進するための介入が必要であ
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ることを示唆している。先行研究では、30 歳代の女性は、仕事のかたわら子育てによ
り多くの時間を費やすため、余暇的身体活動の時間が制限されることを報告している
（Liu et al.,2007）。この集団に対しては、余暇的身体活動の実施機会を増やすため
に、在宅でも利用できる運動プログラムの提供や、若い母親向けの地域型運動教室など
の取り組みが有用と考える。 
また、やや高収入の女性では推奨身体活動の実施との関連が認められ、低収入者で最
も身体活動レベルが低いという結果を得た。先行研究では、社会経済的地位は運動施設
の利用と関連し、社会経済的に低い地位の者ほど施設の利用率が低いことを報告してい
る（McCormack et al.,2011）。したがって、誰でも手軽に利用できる施設の提供は、
この集団に対する身体活動レベルの増加に効果的であると考えられる。さらに、この集
団では、身体活動の実施が健康に効果を及ぼすことに対する認識が不足しているという
結果も得た。この認識不足が身体活動の低実施率に関与している可能性が示唆されてお
り（Macera et al.,2005; Cerin et al.,2005）、このことから、定期的な身体活動の
実施は慢性疾患予防に効果的であるということを認識させることが、行動変容と関連す
ると考えられる。それゆえ、健康に関する知識についての情報をメディアなどで伝達す
る工夫をすることも有効である。 
心理的要因に関しては、諸外国の報告と同様に、男女ともにセルフ・エフィカシーの
向上が推奨身体活動の実施増加に効果的であるという知見を得た。運動実施にともなう
セルフ・エフィカシーの向上には、成功体験が 1つの手段として有用とされている。実
現可能な目標を設定し、その達成感を得ることがセルフ・エフィカシーの増強に繋がる
可能性があり、身体活動の実施を推進する際にも、少しずつ身体活動量を増やすなど
徐々に目標を引き上げ、身体活動の実施を定着させていくことが重要である。また、他
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人の行動を観察することも有用とされており（Thøgersen-Ntoumani,2009）、実施経験
がなくても、他人が実施することを観察することによって、自らを積極的な行動に導く
という手段も有効である。それゆえ、このようなことを学習させたり、現場で指導した
りすることで行動を変容させることも期待できよう。 
社会的な要因では、女性において医療従事者による適切なアプローチが身体活動の実
施と関連することが認められた。 医療従事者の適切なアドバスも身体活動の実施に繋
がる可能性があるといえる。 
環境要因に関しては、男女とも施設へのアクセスの利便性が身体活動の実施と関連す
ることが認められた。最近、中国行政府では公園や緑地、学校体育館の一般開放、住宅
団地内への健康遊具の設置などの政策を提唱しているが、まだまだ運動施設は不足して
おり、運動場所がないと訴える人も少なくない（Cai et al.,2009）。今後、より身体
活動が実施できる施設・場所を確保できるような環境整備が重要と考えられる。また、
本研究では環境に対する主観的な認知への働きかけも効果的であるという知見を得た。
先行研究では、近隣の利用可能な環境要因に関する情報を提供することによって、対象
者の身体活動量が増加したという報告がある（Ferney et al., 2009）。 さらに、身体
活動が実施できる近隣施設情報を配信して、環境に対する 12ヶ月の介入を検証した研
究では、近隣の身体活動施設に対する認知が高まると共に、身体活動量が増加すること
を確認している（Ries et al., 2009）。したがって、公園、広場、または遊歩道や健
康遊具などを利用できる施設に関する情報の提供は、身体活動実施へのアプローチとし
て有効と思われる。 
さらに、農村部に在住している女性は都市部に在住している女性よりも、推奨身体活
動量の充足者は 2 倍ほど多いという結果を得た。このことから、都市部に在住する女性
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に対する身体活動への支援が必要と思われる。諸外国では、余暇的身体活動の実施に際
しては、スポーツ施設での利用率が高いのに対して、中国では、一般人を対象としたス
ポーツ施設の普及度が低いことから、利用率も相対的に低いことを示唆する報告がある
（Tang et al.,2004）。したがって、一般人を対象としたスポーツ施設を普及させるこ
とは、身体活動の実施を増加させる働きかけになると考えられる。 
また、諸外国の研究では、日常生活での移動が総身体活動量に大きく寄与することが
確認されており、自転車や歩行のような活動的な移動手段の利用を勧めている。中国の
都市部では、これまで通勤および日常生活での移動手段は主に自転車や歩行によるもの
であったが、近年の自動車の普及に伴い、このような活動的な移動手段は減少しつつあ
る。北京市在住者を対象とした調査研究では、自動車で通勤する者は自転車で通勤する
者に比べ、脂質異常症の発症リスクが高いことを報告している（Bell et al.,2002）。
このことから、従来からの活動的な移動手段の利用を促すことも、身体活動の推進に有
効であると考えられる。 
 
1－2 推奨身体活動ガイドライン策定の提案 
本研究は、ACSM/AHAガイドラインに基づき、中国成人の身体活動レベルを調査した
ものである。その結果、推奨身体活動の充足率が極めて高いことが明らかとなった。し
かしながら、中国成人では、身体活動量の低下による心血管疾患、高血圧、糖尿病、ガ
ンといった慢性疾患の罹患率が年々増加し、健康状況は好ましくないのが現状である。
それゆえ、週に 150分間の中等度以上の身体活動という ACSM/AHAガイドラインによる
基準値のレベルでは、中国成人においては、慢性疾患の予防および健康増進に関して十
分な活動量ではない可能性も示唆された。 
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そこで、どの程度の身体活動量が望ましいかという課題を解明するために、さらに
ANOVA解析法を用いて、身体活動レベルと健康指標の一つである BMIおよび運動セル
フ・エフィカシーとの量反関係を検討した（表 5－1）。 
 
表 5－1. 身体活動実施時間と BMIおよびセルフ・エフィカシーとの関係 
<150分 150～249分 250～349分 ≥350分
n=177(12.7%) n=184(13.2%) n=133(9.5%) n=900(64.6%) F P
BMI (kg/m²） 22.9±3.0 23.0±2.9 23.1±2.9 22.8±2.8 0.530 0.662
BMI ≥24 (%) 29.9 28.8 37.6 32.3 0.238
セルフ･エフィカシー 37.4±19.7 43.9±19.2 45.8±20.2 48.2±20.5 14.626 <0.001
数値：平均±標準偏差,年齢階層、婚姻状況、職業状況、学歴、収入を共変量とした。  
 
その結果、身体活動レベルを週 150分未満、150～249分、250～349分、350 分以上
の 4群に分類し、それぞれの BMI の平均値および BMI値が 24以上の者との差を検討し
たところ、群間での有意な差は認められなかった。一方、身体活動レベルで分類した 4
群と運動セルフ・エフィカシーとの関係においては、身体活動量が増加すればすれほど、
セルフ・エフィカシーの得点が高いことを示し、身体活動レベルと運動セルフ・エフィ
カシーとの量反関係が示唆された。 
この結果を踏まえると、中国成人に対して、身体活動に関するガイドラインを策定す
る際には、週 350 分程度の中等度強度以上の活動量が望ましいように思われる。しかし、
本研究で評価した健康指標は自己申告による身長と体重から求めた BMI のみであり、ま
た中国人の健康に大きく影響を及ぼすもう一つの要因である食生活習慣が考慮されて
いない。今後、基礎代謝や血圧などのような客観的な健康評価指標を用いて、食生活状
況を含めた検証が必要であると考えられる。 
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米国では、日常生活中の身体活動量が少なく座位中心の生活を送る人を減らすことを
目的に、健康アウトカムと身体活動に関する多数のエビテンスを集積し、これをもとに
ACSM/AHAガイドラインが策定されている(Haskell et al.,2007)。これに対して、中国
では、日常生活中の活動量が比較的多い一方で、余暇時間での身体活動量は少なく、欧
米諸国とは身体活動の形態が異なると考えられる。また、諸外国とライフスタイルや文
化的背景などが異なっているため、中国成人において、身体活動の実施による慢性疾患
の予防および改善の効果を得るには、日常生活の身体活動量を維持したうえで、余暇時
間における身体活動の実施の増加にも焦点をあて、全体の身体活動量を増加させる必要
があるとも思われる。 
諸外国の研究において、推奨身体活動の策定にあたっては、それぞれの国の民族的、
文化的な多様性を考慮した上で、戦略と実施ガイドラインを開発する必要があると指摘
されている（Oja et al.,2010）。例えば、日本の「健康づくりのための運動基準 2006」
では、日常生活を含めた中等度強度以上で、週合計 450分の身体活動量を設定している
（Ishikawa & Tabata,2007）。米国では最近、より多くの健康効果を得るために、週
300分の中等度強度の有酸素的身体活動、あるいは週 150 分の高強度の身体活動を行う
ことが提案されている（Anton et al.,2011）。中国においても、中国人に適した身体
活動量、強度および活動様式を推奨することが重要であると提唱されている（栾
ら,2006）。今後、中国独自のガイドラインを策定する際には、諸外国の推奨身体活動
量を参考にしながら、より多くの健康利益を得るためには、ACSM/AHAガイドラインよ
りも多めの活動量を設定するなど、中国成人における身体活動指針の開発に向けた取り
組みが必要と考える。 
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第２節 本論文の限界点と今後の課題 
本研究の限界点として、第一に対象者のサンプリング・バイアスが挙げられる。本調
査は性と年齢層を調整した上で対象者の抽出を行ったが、調査会社が登録モニターから
任意抽出を行った場合に、標本誤差を生じることがあると指摘されている(Rhodes et 
al.,2003)。2008 年の中国統計局の報告を参考に本研究における対象者の特徴を中国成
人全体と比較すると、対象者には高学歴、高収入という特徴があった。中国成人のイン
ターネット利用者は社会経済状況が良いという特徴を持っており、調査会社の登録モニ
ターにも、同様な属性面でのバイアスが生じていた可能性がある。現在、中国ではイン
ターネット利用率が急速に増加しており、2010年のインターネット利用者数は 4億 5730
万人（34.3％）になっているものの、インターネット調査から得られた本研究の結果を
中国全土の成人に一般化する際には留意が必要であるように思われる。 
第二に IPAQで推定した中等度強度以上の身体活動量および歩行量は、自己申告であ
るため、不正確な推定や思い出しによるバイアスは避けられないことである。身体活動
量の測定、評価には、数多くの方法があるものの、日常生活における身体活動の強度や
量を正確に調査できる方法は現状ではない。たとえば、カロリーメトリー法は、実際の
身体活動における消費エネルギーを直接正確に測定できるが、代謝チャンバーに入るな
ど、日常生活を反映できないと言う欠点がある。また、二重標識水法は、日常生活での
身体活動量を測定するゴールドスタンダードとなっているが、高価でありかつ個々の身
体活動の強度を識別することが出来ない（Maddison et al.,2007）という点で問題であ
る。 
一方、本研究で用いたような主観的な記述評価法は、費用が安く、多人数での調査が
可能であるが、中等度および高強度の身体活動を実際よりも高く申告する傾向にあると
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指摘さている（Qu & Li,2004）。中国人を対象とした身体活動の評価法に関する先行研
究では（Macfarlane et al.,2006）、心拍数モニターや加速度計を用いた方法と比較し
て、IPAQ 質問紙法では身体活動量が最も高い値を示し、中等度の身体活動量を過大評
価すると示唆されている。また、IPAQ 質問紙法は二重標識水法と比較しても、身体活
動におけるエネルギー消費量を高く推定すると報告されている（Maddison et al.,2007）。
このため、本研究においても、参加者の身体活動量および週 150分の推奨身体活動量に
おける充足者率を過大評価していた可能性がある。 
第三に環境的要因として用いた質問項目は、主観的評価によるものであり、周辺環境
に対する認知については、対象者によって大きく異なる可能性も考えられる。環境的要
因を測定する客観的指標として、地理情報システム（GIS）法がある(Li et al,2008）。
今後は主観的測定法に加えて、このような客観的な測定法を用いた検討が必要であろう。 
ところで、本研究における身体活動に対する評価は、日常生活活動を含めた中等度以
上の身体活動のみを対象としていた。しかし、身体活動様式の違いによって影響要因も
異なるため、移動手段としての歩行や自転車利用による身体活動量、職業従事に伴う身
体活動量、余暇時間での身体活動量など、身体活動様式別に修正可能な要因を検討する
ことも必要である。このことが全体の身体活動を推進する上で、個人の特徴や目的に応
じた介入アプローチとしてより有効に作用すると思われる。 
また、本研究では、推奨身体活動の実施に関連する心理的要因、社会的要因および環
境要因を検討したが、これらの要因以外の修正可能な要因も存在する。例えば、諸外国
では、環境要因としての人口密度、商店や公共施設へのサービス利用、歩道/自転車道
の整備なども、身体活動の実施に影響を与えるといった知見が得られている。しかし、
中国ではその関連性は不明である。さらに、本研究では身体活動に特有の心理的、社会
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的、環境的要因についてそれぞれ検討したが、これらの要因間での影響力の相違や、身
体活動に対する各要因が直接的あるいは間接的に影響したのかについては言及できな
いとう点で問題である。より効果的な介入戦略を導くためには、これら要因間の影響度
や効果の相違に関する検証が、今後必要であろう。 
最後に、中国成人の健康増進や疾病予防のために、本研究の知見を含めて、様々に構
築されている行動科学モデルに基づいた研究のもとに、今後、効果的な介入方法の開発
とその有効性の検証が行われることを期待したい。 
 
第 3節 まとめ 
本研究では、インターネットを利用している中国成人において、ACSM/AHA ガイドラ
インにおける身体活動推奨量の充足は健康関連 QOL と関連しており、推奨身体活動量を
充足することは健康に重要な影響を持つという知見を得た。このことから、健康関連
QOLを向上させることを目指した、身体活動の実施を推進するための効果的な支援戦略
の策定が必要であるといえる。 
また、中国成人の推奨身体活動の実施においては、先進諸国に比べ、推奨身体活動量
の高い充足率と社会人口統計学的にみて異なる要因との関連性が明らかとなった。そこ
で、これらの特徴を考慮したうえで、中国成人に対する身体活動介入の方策を検討する
ことが重要であり、同時に、推奨身体活動量の充足率が比較的低い集団を介入ターゲッ
トとした適切で効果的な身体活動増進プログラムの開発も必要である。 
さらに、推奨身体活動量に関連する心理的、社会的および環境要因を検討した結果、
男女ともにセルフ・エフィカシーが高いことと、施設へのアクセスが良いこと、女性に
関して医療従事者による助言および農村在住者であることの各要因をそれぞれ抽出す
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ることができた。今後、身体活動実施の推進策として、本研究で得られた知見に基づき、
運動セルフ・エフィカシーを高めるような働きかけや施設へのアクセスを整えること、
女性に関しては、医療従事者による身体活動の勧めや都市部在住者への身体活動実施の
促進など、性別による特徴を踏まえて、対象者に適合した身体活動の実施を促進するプ
ログラムの開発が必要である。 
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資料 
 
まず、あなたご自身のことについてお伺いします。                                   
 
問1． あなたの性別は？ 
1. 男性   2. 女性
 
問2． あなたの年齢は？ 
（      ）歳 
 
問3． あなたの身長は？ 
（      ）㎝ 
 
問4． あなたの体重は？ 
（      ）㎏ 
 
問5． あなたの婚姻状況は？ 
1. 既婚 
2. 未婚 
 
問6． あなたの職業は？ 
1. 会社員 
2. 国家・団体職員、公務員 
3. 教員・研究者 
4. 会社経営者 
5. 会社役員・団体役員 
6. 商工自営 
7. 専門職業（弁護士・医師など） 
8. 自由業 
9. 商工・自営手伝い 
10. 専業主婦 
11. パート、アルバイト 
12. 学生 
13. 無職 
14. その他
 
問7． あなたの最終学歴は？ 
1． 中学校以下 
2． 高校 
3． 専門学校、短大 
4． 大学 
5． 修士課程 
6． 博士課程 
7． その他
 
問8． あなたの個人年収は？（単位:元） 
1. 20000元未満 
2. 20000元以上～30000元未満 
3. 30000元以上～40000元未満 
4. 50000元以上 
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問9． あなたの居住エリアは？  
1． 所在直轄市・省・自治区の都市中心部 
2． 所在直轄市・省・自治区の都市郊外 
3． 所在省・自治区の県・鎮中心部 
4． 所在省・自治区の県・鎮周辺 
5． 所在省・自治区の郷
 
問 10. あなたの戸籍は？ 
1. 都市 
2. 農村 
 
 
次に、あなたご自身の健康状態及び健康に対する意識についてお伺いします。                          
 
あなたがご自分の健康をどのように考えているかをおうかがいするものです。あなたが毎日をどのよ
うに感じ、日常の活動をどのくらい自由にできるかを知るうえで参考させていただきます。 
 
問10． あなたの普段の健康状態をお教えください。 
1. 非常に良い 
2. まあ良い  
3. どちらとも言えない 
4. やや悪い  
5. 非常に悪い
 
問11． １年前と比べて、あなたご自身現在の健康状態はどのように変化しましたか？ 
1. 1年前よりはるかに良い 
2. 1年前よりはまあ良い 
3. 1年前とほぼ同じ 
4. 1年前よりやや悪い 
5. 1年前よりはるかに悪い
 
問12． 過去１ヵ月間に、あなたは体の痛みを感じたことがありますか？ 
1. 日々感じている 
2. 週 2～3回程度感じている 
3. 週 1回程度感じている 
4. あまり感じない 
5. 全く感じない ⇒問 15へ
 
問13． では、その痛めをどの程度感じましたか？ 
1. かすかな痛み 
2. 軽い痛め 
3. 中くらいの痛み 
4. かなり強い痛め 
5. 激しい痛み
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問14． 周囲の人に比べて、あなたはご自身の健康状態をどのように思いますか？最も
あてはまる番号ひとつに○をお付け下さい。 
問15． あなたの最近 1ヶ月間おける、健康状態について最もあてはまる番号ひとつに
○をお付け下さい。 
 
  
頻
繁
に
あ
る 
時
々
あ
る 
た
ま
に
あ
る 
ま
っ
た
く
な
い 
1） 元気はつらつ 1 2 3 4 
2） 穏やかな気分 1 2 3 4 
3） 活力全快 1 2 3 4 
4） ハッピーな気分 1 2 3 4 
5） 食欲旺盛 1 2 3 4 
6） かなり神経質 1 2 3 4 
7） 気分の落ち込み 1 2 3 4 
8） 食欲減退 1 2 3 4 
9） ゆうつな気分 1 2 3 4 
10） 疲労困憊 1 2 3 4 
11） イライラ気分 1 2 3 4 
 
問16． 以下、日常によく行われている活動のうち、あなたは健康状態により、こうし
た活動をすることがむずかしいと感じますか。むずかしいとすればどのくらいですか。 
 
 
 
 
そ
う
思
う 
ま
あ
そ
う
思
う 
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 
あ
ま
り
思
わ
な
い 
全
く
思
わ
な
い 
1）私は、周囲の人に比べて病気になりやすい 1 2 3 4 5 
2）私は、人並みに健康である 1 2 3 4 5 
3）私は、周囲の人に比べて健康である 1 2 3 4 5 
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次に、身体的な健康状態（フィジカル面）及び精神的な健康状態（メンタル面）による、
社会生活における影響についてお伺いします。                              
 
問17． 最近 1ヶ月間において、身体的健康状態（フィジカル面）によって仕事や家事、
コミュニケーションに影響が生じたことがありますか。最もあてはまる番号ひとつに
○をお付け下さい。 
 頻
繁
に
あ
る 
時
々
あ
る 
た
ま
に
あ
る 
ま
っ
た
く
な
い 
1）仕事や家事の能率が下がった 1 2 3 4 
2）仕事や家事に対するやる気が減退した 1 2 3 4 
3）やろうと思っていた仕事や家事を途中で止めた 1 2 3 4 
4）仕事や家事に対する集中力が低下した 1 2 3 4 
5）仕事や家事がつまらなくなった、嫌いになった 1 2 3 4 
6）家族・友人とのつきあいが面倒くさくなった 1 2 3 4 
7）家族・友人と外出する気持ちが減退した 1 2 3 4 
 
問18． 最近 1ヶ月間において、精神的健康状態（メンタル面）によって仕事や家事、
コミュニケーションに影響が生じたことがありますか。最もあてはまる番号ひとつに
○をお付け下さい。 
 と
て
も
難
し
い 
少
し
難
し
い 
全
く
難
し
く
な
い 
1）激しい活動、（重い物を持ち上げる、激しいスポーツをする）な
ど 
1 2 3 
2）適度の活動、（家や庭の掃除、太極拳、簡単な体操する）など 1 2 3 
3）少し重い物を持ち上げたり、運んだりする（例えば買い物袋など） 1 2 3 
4）階段を数階上までのぼる 1 2 3 
5）階段を１階上までのぼる 1 2 3 
6）体を前に曲げる、ひざまずく、かがむ 1 2 3 
7）１キロメートル以上歩く 1 2 3 
8）数百メートルくらい歩く 1 2 3 
9）自分でお風呂に入ったり、着がえたりする 1 2 3 
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 頻
繁
に
あ
る 
時
々
あ
る 
た
ま
に
あ
る 
ま
っ
た
く
な
い 
1）仕事や家事の能率が下がった 1 2 3 4 
2）仕事や家事に対するやる気が減退した 1 2 3 4 
3）やろうと思っていた仕事や家事を途中で止めた 1 2 3 4 
4）仕事や家事に対する集中力が低下した 1 2 3 4 
5）仕事や家事がつまらなくなった、嫌いになった 1 2 3 4 
6）家族・友人とのつきあいが面倒くさくなった 1 2 3 4 
7）家族・友人と外出する気持ちが減退した 1 2 3 4 
 
 
次に、あなたの身体活動・運動状況についてお伺いします。                              
 
平均的な１週間を考えた場合、あなたが1日にどのくらいの時間、体を動かしているのか
をお尋ねします。身体活動（体を動かすこと）とは、仕事での活動、通勤や買い物などいろ
いろな場所への移動、家事や庭仕事、余暇時間の運動やレジャーなどのすべての身体的な活
動を含んでいることに留意して下さい。（□にチェック及び空欄部分に数字をご記入下さい） 
 
 
問19． 平均的な 1 週間では、10分間以上続けて行う強い身体活動（重い荷物の運搬、
階 
段登り、ジョギング、水泳など）を行う日は何日ありますか？  
□ ある → 週に（   回）程度→1回あたり何時間ですか？（  時間   分）程度 
□ ない 
 
問20． 平均的な 1 週間では、10分間以上続けて行う中等度の身体活動（軽い荷物の運
搬、家事、ボーリング、社交ダンスなど）を行う日は何日ありますか？歩行やウォー
キングは含めないでお答え下さい。 
□ ある → 週に（   回）程度→1回あたり何時間ですか？（  時間   分）程度 
□ ない 
 
問21． 平均的な 1 週間では、10 分間以上続けて歩くことは何日ありますか？ここで、
歩くとは仕事や日常生活で歩くこと、ある場所からある場所へ移動すること、あるい
◆強い身体活動とは、身体的にきついと感じるような、かなり呼吸が乱れるような活動
を意味します。 
◆中等度の身体活動とは、身体的にやや負荷がかかり、少し息がはずむような活動を意
味します。 
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は趣味や運動としてのウォーキング、散歩など、全てを含みます。 
□ ある → 週に（   回）程度→1回あたり何時間ですか？（  時間   分）程度 
        →通常どのような速さで歩きますか？□かなり呼吸が見たれるような速さ 
                         □少し息がはずむような速さ 
                         □ゆったりとした速さ 
□ ない 
 
問22． 毎日座ったり寝転んだりして過ごしている時間（仕事中、自宅で、勉強中、余
暇時間など）についてです。すなわち、机に向かったり、友人とおしゃべりをしたり、
読書をしたり、座ったり、寝転んでテレビを見たり、といった全ての時間を含みます。
なお、睡眠時間は含めないで下さい。平日には、通常、1 日合計してどのくらいの時
間座ったり寝転んだりして過ごしますか？ 
□ ある → 週に（   回）程度→1回あたり何時間ですか？（  時間  分）程度 
□ ない 
 
 
次に、あなたの身体活動・運動に対する意識についてお伺いする。                 
 
問23． あなたは以下の項目について、どのように運動を行いますか？最もあてはまる
番号に○を付けてください。 
 
問24． あなたが運動後の気分について、最もあてはまる番号に○を付けてください。 
 Ａ
に
近
い 
や
や
Ａ
に
近
い 
や
や
Ｂ
に
近
い 
Ｂ
に
近
い 
 
A．悪天候でも運動する ← ← → → Ｂ．悪天候では運動しない 
Ａ．少々体に痛みがあっても運動する ← ← → → Ｂ．体に痛みがあったら運動しない 
Ａ．1人でも運動できる ← ← → → Ｂ．1人では運動できない 
Ａ．時間のないときでも運動する ← ← → → Ｂ．時間のないときに運動しない 
Ａ．疲れているときでも運動する ← ← → → Ｂ．疲れているときに運動しない 
Ａ．プレッシャーを感じたときでも運
動する 
← ← → → Ｂ．プレッシャーを感じたときにで
も運動する 
Ａ．鬱を感じたときでも運動する ← ← → → Ｂ．鬱を感じたときに運動しない 
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 非
常
に
そ
う
思
う 
ま
あ
そ
う
思
う 
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 
あ
ま
り
思
わ
な
い 
全
く
思
わ
な
い 
1）達成感と感じる 1 2 3 4 5 
2）しくじると感じる 1 2 3 4 5 
3）疲れ果てたと感じる 1 2 3 4 5 
4）前向きになると感じる 1 2 3 4 5 
5）楽しくないと感じる 1 2 3 4 5 
6）くたびれたと感じる 1 2 3 4 5 
7）強くなると感じる 1 2 3 4 5 
8）気落ちると感じる 1 2 3 4 5 
9）無力を感じる 1 2 3 4 5 
10）気持ちのよいと感じる 1 2 3 4 5 
11）つらいと感じる 1 2 3 4 5 
12）疲れを感じる 1 2 3 4 5 
 
 
次に、あなたの身体活動・運動に対するソーシャルサーポートについてお伺いします         
 
問25． あなたの運動するに対して、周囲の人から支援（ソーシャルサポート）などを
されていますか？最もあてはまる番号に○を付けてください。（それぞれＳＡ） 
 い
つ
も
さ
れ
て
い
る 
た
ま
に
さ
れ
て
い
る 
全
く
さ
れ
て
い
な
い 
1）家族や親族からの助言や指導 1 2 3 
2）家族や親族の理解や応援 1 2 3 
3）家族や親族が一緒に運動してくれる 1 2 3 
4）友人や同僚からの助言や指導 1 2 3 
5）友人や同僚の理解や応援 1 2 3 
6）友人や同僚が一緒に運動してくれる 1 2 3 
 
 
最後に、あなたの身体活動・運動に対する周囲の環境についてお伺いします                             
問26． 運動することに対するあなたの周囲の環境についてお聞きします。最もあては
まる番号に○を付けてください。 
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 た
く
さ
ん
あ
る 
少
し
あ
る 
な
い 
分
か
ら
な
い 
1） 自宅には、運動するための用具や機器（ダンベル、トレーニ
ングマシン、球技ラケットなど） 
1 2 3 4 
2） 自宅の近所には、運動するための場所や施設（公園、広場、
フィットネスクラブ、住宅団地内の遊具） 
1 2 3 4 
3） 自宅の周りには、運動しやすい安全な環境（歩行道、十分な
街灯がある、交通量が少ない、） 
1 2 3 4 
4） 自宅の近所には景色を楽しみながら運動することができる
場所がある 
1 2 3 4 
5） 自宅の近所で、運動している人をよく見かける 1 2 3 4 
 
 
その他                                          
 
問27． あなたは、過去一年間に、医師や医療機関の専門家から定期的に運動するよう
に進められましたか。 
１．はい  ２．いいえ 
